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大震災から５年目に
完全復興宣言した奥尻

左から壊滅した青苗地区（写真・毎日新聞社）、新しく高台に作られた被災者の住宅、津波と火災により壊
滅した青苗地区は再生した。（いずれも「甦る夢の島」発行：奥尻町役場より）

左から再生した青苗地区の昼と夜。
右上は、新しくなって避難路を有する岸壁施設、下は岸壁施設屋上
より繋がる避難路にもなる「望海橋」。左奥にはさらなる高台につ
ながる避難路へと続く。

左から漁師たちの共同作業場、6mかさ上げされた新しい街並みの向こうには高台への避難路がみえる。高
台に続く屋根付き避難路の入り口。この地点の海抜は8.6mと記されている。

左から至るところに設置された高台への避難路、水際から離されて構築された巨大な防潮堤が各所に作られ
住民を守っている。かつて集落が密集していた青苗地区海岸付近は公園になっていた。

3.11から２年　海運・水産・港湾の復旧・復興状況

　2011年３月11日14時46分に発生した、東北地方太平洋沖地震から２年が経った。

　日本周辺における観測史上最大の地震である。最大震度は宮城県栗原市で観測された震

度７で、宮城・栃木・福島・茨城の４県36市町村と仙台市内の１区で震度６強を観測した。

この地震により、場所によっては波高10m以上、最大遡上高40.1mにも上る巨大津波が発

生、東北地方と関東地方の太平洋沿岸部に壊滅的な被害をもたらした。

　本年２月６日時点で、震災による死者・行方不明者は18,578人、建築物の全壊・半壊

は合わせて39万7,819戸、ピーク時の避難者は40万人以上となり、政府は震災による直

接的な被害額を16兆から25兆円と試算、震災における経済的損失額では世界史上最大の

ものとなった。

　「3.11」が発生して２年目を迎えるのを機に、甚大な被害を被った東北太平洋沿岸部の

商港・漁港その他の関連施設の復旧・復興状況の現状と問題点、さらには津波に強い安全

で安心して停泊・作業できる港の将来のあり方などについても紹介した。

仙台塩釜港（仙台区）の荷役施設をなぎ倒し、岸壁に乗り揚げた大型貨物船
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東北地方太平洋沖地震津波の教訓

海底で地震が発生すると地盤が上下方向

に変位するため、大きな水の波が発生して

周囲に伝わっていく。日本列島の太平洋側

周辺には太平洋プレート、フィリピン海プ

レート、北米プレートなどいくつもの海底

プレートの境界があり大きな海底地震が発

生するため歴史的に何度も津波に襲われて

きた。

特に東北の三陸地方沿岸は明治三陸津波

（１８９６年）、昭和三陸津波（１９３３年）、チリ

津波（１９６０年）など１２５年程の間に３回も

大きな津波に襲われてきたため、湾口津波

防波堤、津波防潮堤、津波避難ビルなど何

重にも防護の方法を講じていた。

しかし２０１１年３月１１日の東北地方太平洋

沖地震津波（以下では略して東北津波と呼

ぶ）では、津波の大きさが予想されていた

ものをはるかに上回ったために、津波来襲

時に地域社会を守る最後の砦である防潮堤

が各所で破壊され、破壊されなかった防潮

堤も津波が乗り越えてしまい、集落を津波

が襲った。

東北津波ではっきりしたことは大きな津

波に襲われた場合、防潮堤などの構造物だ

けで居住地を守ることは無理であり、早め

に高台に避難することが必要となるという

ことである。

東北津波では、各地の港湾、漁港の施設

も大きな被害を受けた。写真１は、女川港

の防波堤の津波前後の周辺の状況を比較し

たものだが、津波により防波堤が完全に破

壊された様子が解る。また、港に係留され

ていた船が漂流して陸上部で建物に衝突す

る被害も多く、写真２は大槌町での例を示

している。

一方で東北津波では、地震により広範囲

で３０～８０cmにも及ぶ地盤の沈下が起こっ

たため、被災後概ね２年を経過した今でも

満潮のたびに陸上に海水が氾濫している。

そのため道路などは満潮位に合わせて、３０

～５０cm程度盛土することにより、冠水を

免れている。写真３は宮古港において沈下

３．１１津波の教訓と津波に強い港湾都市の在り方
―被害調査と今後の減災方策―

早稲田大学理工学術院教授 柴山 知也

写真１：女川港防波堤の被災状況

写真２：大槌での船の漂流
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した岸壁からの浸水を防ぐために新たに建

設した防潮堤の例である。

日本の津波研究者たちは東北津波発生直

後に津波合同調査グループを結成して、重

複せず全体をバランスよく調査できるよう

に調整をしながら津波被災調査を進めた。

図１は調査結果を図示したものである。

浸水高さとは、通過していった津波の痕跡

の、津波のない状態での水位からの高さを

表し、遡上高さは丘を登った津波がすべて

の運動エネルギーを位置エネルギーに変換

して到達した高さを表している。図に示す

ように最大の津波の遡上高さは、宮古市姉

吉地区で４０mにも達していた。

調査終了後、土木学会津波特定テーマ委

員会を中心として、今後の津波防災の方略

を練り上げてきた。研究者たちは、手分け

をして中央官庁、県庁、市町の津波対策検

討委員会に参加し、専門家の間で練り上げ

た方針に沿って提言を行ってきた。津波研

究者たちは、今後の津波対策には下記のよ

写真３：宮古港の応急的な防潮措置

図１：東北地方太平洋沖地震津波の高さ（東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループのデータより作成）

東北地方太平洋沖地震津波の高さ（浸水高さ（Inundation Height）（■）と遡上高さ（Run―up Height）（▲）、また●は筆者らの早稲田大学隊
の浸水高さのデータを示す。）
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うに二つの異なるレベルを設置して対応す

ることを考え、提言してきている。

①津波防護レベル：構造物で対応する津波

のレベル（海岸防護施設の設計で用いる津

波高さのことで、再現確率は数十年から百

数十年に１度程度の津波を対象とし、沿岸

部の資産を守ること、住民の津波避難を助

けるために、津波の陸上への侵入を低減し

遅らせることを目標とする。このレベルは

レベル Iとも呼ばれている。

②津波減災レベル：避難計画のための津波

のレベルで防護レベルをはるかに上回る津

波に対して、人命を守るために必要な最大

限の措置を行う。これまでの想定よりも高

い浸水高さとなるため、地域によっては新

たに抜本的な避難計画を策定することが必

要となってくる。このレベルはレベル II

あるいは最大規模の津波とも呼ばれる。

首都圏の津波減災対策

震災後の具体的な作業として全国の都道

府県では、過去に作成した津波ハザードマ

ップの再検討を行い、県レベルでの津波被

害想定を見直す作業を行った。

これまで生起する確率が低いと考えられ

て防災計画に含まれていなかった地震にも

焦点を当て、津波の歴史的検討とともに津

波の予測シミュレーションの波源モデルを

修正して、来襲する津波の予想波高をより

高く設定しなおす必要があった。

歴史的な記述が残されていない地域では、

ボーリング調査により過去の津波の陸上へ

の氾濫によってもたらされた砂泥の層を発

見し、津波の歴史を再構築する調査も行っ

ている。この際に注意すべきことは、日本

国全体の視点と個々の地域の視点は異なる

ということである。

横浜市と鎌倉市あるいは東京都に大きな

津波を発生させる地震は異なるため、それ

ぞれの地域ごとのシナリオ設定が必要とな

る。また地震による津波の波源域をどのよ

うに設定するかにより、地域に押し寄せる

津波の高さは大きく変化することとなる。

日本全体からみれば、東海、東南海、南

海地震の三連動型が最大の懸案事項となる

が、一方で湘南海岸から見れば明応東海地

震型津波、慶長地震型津波および元禄関東

地震型津波が、また東京の臨海部にとって

は慶長型地震津波と東京湾北部地震津波が

重要となる。

私が津波検討部会長を務めた神奈川県庁

の検討の場合、東北津波以前は元禄関東地

震（１７０３年）を最大の津波の対象に置いて

いたが、この想定で津波をシミュレーショ

ンモデルで再現しても鎌倉の大仏には津波

は到達しないことになる。

また、これまでの想定では東海地震は静

岡県の沿岸近くで起きることになっていた

ので、相模湾は伊豆半島の遮蔽域となり到

達する津波は小さいものと考えられてきた。

ところが明応東海地震津波（１４９８年）の

折には大仏まで津波が来たという古文書の

記録が鎌倉大日記の記述などにある。一方

で数値シミュレーションによる検討では、

東海地震についてこれまでの地震の想定よ

りも沖側に波源が移った場合に、鎌倉の大

仏まで津波が至る可能性がある。歴史的に

は鎌倉の大仏まで津波が達していた可能性

が指摘されているため、津波の規模と波源

の位置を見直さなければならないと考え明
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応東海型地震津波を想定地震の中に加えて

いる。

東京湾内については、これまでは湾外か

ら来襲する津波として元禄関東地震（湾内

の浸水高さ２―３ｍ）、湾内で起きる津波と

して東京湾北部地震（浸水高さ１ｍ程度）

を想定していたが、今回の検討では湾外か

ら来襲する津波に明応東海型地震と慶長型

地震を加え、さらに湾口部で発生する津波

として三浦半島断層群と房総半島鴨川低地

断層群の連動した場合を加えた。

地震の予測のみではなく津波のシミュ

レーションにもいくつかの仮定が含まれて

おり、結果として出てくる津波の予測値に

はあいまいさが含まれている。地形につい

ても計算機の中ではある程度の粗い地形を

用いて算定するため、それぞれの地域の津

波の予測値には不確実な要素が含まれてい

る。

以上の事から津波の想定値には不確実な

部分が含まれていて、それを理解したうえ

で想定値を用いる必要があることが解る。

避難計画の策定は各市町が行うことにな

っているが、策定に当たっては、避難場所

の選定を地域の特性に応じて適切に行う必

要があり、想定値を超える場合についても

システムの維持ができるように設計する必

要もある。津波の想定高さには必ずある程

度の不確実性を伴うため、津波の高さをあ

らかじめ厳密には設定せずに避難計画を作

る必要がある。

私は市町の置かれた地形条件を場所ごと

に分析して、避難場所を安全度に応じて分

類して設定する必要があると考えている。

カテゴリーAは絶対に安全な場所で、

背後に標高の高い後背地を有する丘である。

田老地区の避難場所の赤沼山や釜石市の天

王山口は、まさにそのような場所である。

避難場所の後ろの丘がさらに高くなってい

るため、まず赤沼山や天王山口に逃げて、

さらに津波が来そうな場合にその後ろに逃

げていけるため、このような場所がカテゴ

リーAとなる。

カテゴリーBは堅固な７階建て以上の

建物か、２０m以上の地盤高の丘である。

この場合には、津波来襲時には孤立する可

能性がある。水位が高くなりそれ以上逃げ

たくても、そこに立てこもるしかないので

カテゴリーBとなる。

カテゴリーCは堅固な４階建て以上の

建物である。これは、場合によって水位が

屋上を超える可能性があるが、他に津波来

襲時迄に到達できる避難場所がなければ逃

げ込むという場所としておく。信頼度のカ

テゴリーでABCのランクを付け、来襲す

る可能性のある津波ごとにどのくらいの人

が時間内にそこに到達できるかという観点

から避難場所の整理を行い、必要な場合に

津波避難タワーなどの施設を新たに造って

いく必要がある。

東京湾内の港湾施設の防災

東京湾岸では、１）低平地のうち特に古

い埋め立て地（例えば川崎市における明治

以来の埋め立て地などでは地盤が低く、液

状化の対策も行われていない）、２）横浜

市の帷子川のように中小河川を遡った津波

の氾濫、３）高潮防潮堤の外の港湾施設の

ある堤外地、の３つが沿岸域の弱点となっ

ている。
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写真４は日の出埠頭背後にある高潮防潮

堤と防潮水門であるが、津波侵入時にはこ

の防潮水門を閉鎖する必要がある。

一方で東京湾内は埋立地で囲まれており、

直立した海岸護岸が多いため、津波はこれ

らの護岸でエネルギーを保存したまま完全

反射し、何度も海岸を襲うことになる。そ

の場合、運河として残してある水面の複雑

で細かな地形のために波の重合が起こり、

さらに水路が次第に細くなることなどによ

り津波のエネルギーが密度を高め、局所的

に津波の高さが高くなる場所が出てくる。

湾内に注ぐ中小河川にも津波が遡上して、

内陸深くに入り込む通り道となる。さらに

埋立地の特性として地盤の液状化、護岸が

海方向に水平に移動して陸側が沈下する側

方流動などにより地盤沈下が起こった後に

津波が来襲することになる。

さらに東京湾の場合には防潮堤の外側

（堤外地と呼ぶ）に港の施設が集中してお

り、昼間は港で働いている人が多数いる。

その人たちの避難場所を確保することも重

要な課題となっている。さらに直下型の東

京湾北部地震の場合には湾岸域の地下に断

層があり、その上に構築された防潮堤や防

潮水門は地震時に機能を失う可能性がある。

津波伝播計算の結果（高畠・柴山、２０１２）

では、東京湾内に最も高い波高を生じさせ

るのは慶長型地震津波であり、東京港全体

として東京湾平均海面から平均約１．５mの

水位上昇が見込まれることが分かった。

また東京湾全体では湾奥より湾口部に近

い箇所で高い波高が生じることが分かって

いる。氾濫計算の結果、堤防や構造物によ

る減災効果が失われたとした場合に東京港

とその周辺で氾濫被害が生じる可能性が高

い地域を例示すると、堤内地については、

品川区東部、北十間川沿西部、堅川沿西部、

小名木川沿西部、江東区南部の一部などで

あり、最大で１ｍから数十 cm程度の浸水

深の氾濫がゼロメートル地帯で起こる可能

性がある。

堤外地においては品川埠頭、建材埠頭、

辰巳埠頭、東京木材埠頭、フェリー埠頭、

芝浦埠頭、竹芝埠頭、豊海周辺、日の出埠

頭などがある。堤外地では、敷地内に置か

れた木材やコンテナ、乗用車、機械類など

が津波により流出し、周辺に漂流する可能

性が考えられる。建材埠頭や辰巳埠頭、東

京木材埠頭、日の出埠頭は機械類が流出す

るとされる０．５m以上の浸水高が予測され

るため、こうした漂流物による被害が生じ

る可能性がある。

（参考文献）
１）柴山知也（２０１１）：３．１１津波で何が起きたか―被害調査と
減災戦略、早稲田大学出版会．
２）柴山知也・松丸亮・高木泰士・Miguel Esteban・三上貴仁
（２０１１）：２０１１年東北地方太平洋沖地震による津波災害の宮城
県以南における現地調査，土木学会論文集B２（海岸工学），
Vol．６７，No．３，１３０１―１３０５．
３）東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ：調査結果，
http : //www．coastal．jp/ttjt／．
４）高畠知行・柴山知也（２０１１）：東京港における高潮・津波の
危険予測，土木学会論文集B３（海洋開発），Vol．６８，No．２，
１８９４―１８９９．

写真４：日の出埠頭周辺の高潮防潮堤と水門
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はじめに

三陸沿岸は豊かな漁場であることから水

産業が発展しており、基盤としての漁港は

３００以上ある。全漁港に津波が来襲し、漁

船、防波堤・係留施設などの基本施設の被

害に加えて、荷さばき場・製氷、冷凍、加

工などの機能施設が壊滅した。被害を受け

た漁港は３１９漁港、被害額８２３０億円にも上

っている。漁船、養殖、共同利用施設など

を含むと１兆２，４５４億円におよぶ。

特に岩手、宮城、福島県では、小型漁船

の９割が漂流・消失し、漂流物、養殖施設

の残骸などのガレキが広域に分布し、漁業

再開、漁場の復旧作業が困難な状況に陥っ

た。過去の津波被害と比較しても、これほ

ど広域的で甚大な被害はない。

水産庁は水産復興マスタープラン（漁船、

漁港漁場、流通加工、漁村、養殖などの復

旧・復興）を平成２３年６月に策定し、復旧・

復興事業が行われている。

平成２３年１０月までには漁港周辺の海中ガ

レキなどはほぼ撤去された。復旧事業など

により、係留施設、泊地などの機能確保が

進められている。

現在では、多くの市場が再開され、漁業

も全てではないが再開されている。小型漁

船は、補正予算・無償提供などにより増加

している。

水産総合研究センターは、調査船による

被災地への緊急支援に加えて水産業復興・

再生のための調査研究開発推進本部を設置

し、水産庁水産業復興プロジェクト支援

チームと連携をとり、①水産庁の復興計画

への技術的助言②必要な調査・研究の実施

③失われた関係県の研究開発機能回復への

支援などを実施してきた。

また当センター東北区水産研究所に「水

産業復興・再生のための調査研究開発現地

推進本部」を置き、被災県や水産庁と連携

し①漁業現場の課題に対する即応的解決、

②漁業の早期再開のための技術開発、③食

の安全や漁業復興のための科学的なデータ

の収集という視点から、関係機関と協力し

て震災復興に向けて種々の取り組み（ガレ

キ調査、沿岸・沖合域水産資源・海洋環境、

沿岸漁場・養殖場環境、岩礁藻場と水産生

物などへの影響実態およびその後の変化に

ついて調査）を行っている。

本報告では、これまで行った多くの調査

の一部である漁港の被災状況、津波外力に

よる構造物の被災メカニズムの解明、海底

ガレキに関する調査結果、漁場の状況など

についてその概要を紹介する。

なお震災に関する水産総合研究センター

の活動、調査報告などは http : //www．fra．

affrc．go．jp／の「東日本大震災関連情報」

に掲載されているので是非参照ください。

沿岸漁業と津波防災
水産総合研究センター 水産工学研究所 水産土木工学部長

アキヨシ

中山 哲嚴
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漁港の被災状況と構造物被災メカニズム

まず漁業根拠地である漁港の被災事例

（田老漁港と女川漁港）、津波高さと被災

施設（防波堤）の関係、防波堤に作用する

津波外力について紹介する。

図１ 田老漁港被災状況

田老漁港（岩手県）では、防潮堤の破堤

および防波堤・岸壁（直立消波式）被災、

陸上施設が全壊となった。防波堤に関して

は、沖防波堤は被災せず、その背後の防波

堤が全壊で最大１５０m程度港内側に散乱し

ていた。沖防波堤より細い防波堤が津波外

力に耐えられず、被災したと考えられる。

岸壁については、重量の軽い直立消波式が

被災し、それ以外の形式の岸壁は被災を免

れた。

女川漁港は、湾口部の防波堤の全壊、岸

壁の大規模な被災が生じている。押し波時

に被災した箇所もあるが、当漁港では引き

波による被災が顕著であった。

このように異なった状況での被災は、津

波来襲特性と地形・構造物配置などによる

ものと考えられる。田老漁港のように港内

に防波堤が散乱するケースが多く見られた

が、このような被災が起こると漁港内の静

穏性を維持できないばかりでなく、船舶が

利用できなくなり、船による災害支援、復

旧が困難になることから、被災直後から撤

去作業が始まった漁港もある。

このようなことから重要な施設について

は、津波に対しても安定な構造にする必要

がある。こうしたことから、被災した防波

堤についてその諸元と津波高さについて検

討した結果、津波高５m以下になると大

きな被災が無くなることがわかった。

さらに現地調査結果、数値計算などによ

図２ 女川漁港湾口部防波堤の被災
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り防波堤に作用する津波外力を算定する式

を作成し、これを被災・未被災を含む防波

堤施設に適用したところ、正解率は８０％程

度となり、従来手法より再現性が高いこと

がわかった。この算定式により津波に対し

ても安定な構造を設計できる目途がたった。

海底ガレキ

先に述べたように、津波により養殖施設

をはじめとした海面に浮かべる施設が破壊

されたり、車、船、家屋などが海域に大量

に流出・沈降した。このため、船舶の航行、

災害復旧作業、養殖・漁業再開に大きな支

障となった。漁港や港湾周辺でのガレキ撤

去は比較的早くから行われたが、養殖場や

漁場はその面積の広さやガレキの分布情報

がない状況下では、素早い対応は不可能な

状況であった。

当センターは２０１１年５月から、岩手県山

田湾、宮城県石巻沿岸海域において海底ガ

レキの分布計測を音響機器により行い、ガ

レキマップを作成した。この情報を両県に

提供し、海底ガレキ撤去事業を支援した。

また宮城県と連携をとり、音響機器の貸し

出しおよび計測手法に関する情報交換など

により、宮城県による広域的なガレキ分布

計測を支援した。

計測は遊漁用に市販されている安価なサ

イドスキャンソナーによる計測（水深３０m

以下）と、より詳細に計測できるマルチビー

ムソナーを用いた計測を行った。前者につ

いては安価で操作が容易なので、計測から

マップデータ作成までのマニュアルを作成

し、漁業者を含めた多くの人が計測できる

ようにウェブサイトでの公開や水産総合研

究センター主催の技術セミナー開催などを

行った。

実際に海底ガレキ撤去事業が行われた岩

手県山田湾では２０１１年１１月とガレキ計測か

ら半年弱期間が空いたため、ガレキは移動

したりして一致しない箇所が比較的多く、

ガレキ撤去に関しては、ガレキ計測と撤去

の時間差をなくすことが重要であることが

わかった。

漁場における被災状況

（平成２３年度水産庁漁場復旧対策支援事業

「被害漁場環境調査事業成果の概要」より

抜粋・要約）

東日本大震災のために東北沿岸において

漁業の基盤である岩礁藻場、内湾性藻場、

干潟消失が多数あり、ウニ、アワビ、アサ

リなどの磯根資源に多大なダメージを与え

ただけでなく、稚仔魚期の魚類の生息場所

も消失した。

このため藻場・干潟、沿岸漁場や養殖場

などの実態とその回復状況とともに、有害

物質などによる沿岸漁場への環境負荷状況

を明らかにするために、多くの調査を実施

図３ 遊漁用サイドスキャンソナーによる海底ガレキマップ図（山田湾）
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した（青森・岩手・宮城県、当センター他）。

その調査結果の一部を紹介する（本調査結

果については、すでに本誌で紹介されてい

る）。なお現在でも漁場環境の回復状況に

ついて、継続的に調査が行われている。

岩礁藻場では、宮城県での調査によると

特にエゾアワビ稚貝はアラメの被災跡、海

底の巨岩や転石のかく乱、浮泥の堆積が見

られた場所では個体数密度が低かった。

福島県での磯根漁場では、海藻群落の損

傷も少ない状況であった。一方、砂泥域に

分布するアマモは大規模に消失した箇所が

あるものの一部残存しており、魚の成育場

となりえる環境が残っているものと推察さ

れた。

岩手県５湾で水質、底質環境項目の分布

を把握した。震災前（晩夏）での調査結果

と比較すると震災後に堆積物のCODなど

有機物関係項目の値が湾奥で低下した海域

や湾中央や湾口で上昇した海域が認められ、

調査時期の違いはあるものの津波の影響で

底質環境が大きく変化している可能性が示

された。

宮城県仙台湾沿岸砂泥域でのアカガイ、

コタマガイ、ウバガイの生息状況を確認し

た結果、アカガイは震災前と同様な分布状

況にあり津波の影響をあまり受けていない

こと、コタマガイでは分布に偏りがあるこ

とが確認された。ウバガイの順調な生育が

確認されたが、漁場は地盤沈下と瓦礫の影

響で漁業再開は困難という状況にあった。

また仙台湾では、貝毒プランクトンの休

眠細胞の分布が津波来襲後に大きく変化し

たことから、広域的な土砂移動・拡散（泥）

が生じたことが推察される。

沿岸では水深が浅くなるために、津波に

よる流れは数m～十数m／秒と非常に大

きくなる。その結果、通常では動かない大

きな礫でも容易に動いてしまったり、大量

の土砂が移動する。当然ながら、底に生息

する動植物も大きく移動すると考えられる。

こうしたことから津波の流れによる底質

移動についても、検討を始めている。津波

来襲時の流速は観測などが不可能なので、

数値計算結果を利用し、三陸沿岸での流速

分布の特徴と漁場の変化の大まかな関係を

検討した。

三陸リアス式海岸では湾内で５m／秒以

上の流速が発生していること、仙台湾沿岸

では水深が浅いために全領域で２m／秒以

上であることがわかった。このことから土

砂移動とともに底棲生物の分布を大きく変

化させ、前述したような漁場の変化として

現れたと考えられる。

今後、実際に土砂が津波によりどのよう

に移動したかについて検討し、津波がもた

らす漁場環境の変化について検討していく

図４ 仙台湾での津波最大流速の分布例
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予定である。

残念ながら、沿岸での地形やその変化、

底質の詳細なデータはほとんどないことか

ら検討には限界があると考えられる。

今後、沿岸での津波来襲による漁場環境

の変化を事前に検討するためには、前述し

たデータの収集・蓄積が大変重要であると

考える。

東日本大震災など津波災害から学ぶ

当センターの活動のごく一部を紹介した

が、未曾有の被害であり、現在でも復旧の

途上にあり、多くの課題を残している。

当センターでは多くの課題に関して継続

的な検討を行っている。以下に主要な課題

などを示す。

①東日本大震災を含むこれまでの津波被害

から学ぶことは、やはり人命第一で安全な

場所への迅速な避難である。

②被災後の円滑な支援活動や早期の復旧・

救援・漁業再開などのためには基幹的な施

設（防波堤、岸壁）などが津波に耐えられ

る構造となっていることが必要である。

③災害に強い町づくりに加えて、防潮堤に

守られていない水際線に接する漁港内につ

いては、大きな津波ではなくても浸水被害

が生じることから、素早い避難が可能な避

難施設、避難路の確保が急務である。

④発生するガレキによる海上交通、漁業再

開阻害に対する事前・事後対策が重要であ

る。

⑤津波に伴う大規模な土砂移動が発生し、

海域の環境が激変する可能性も否定できな

いことから、東北沿岸での海域環境の推移

などを見ながら、どのような変化があり、

その後推移するかを検討することが重要で

ある。

液体貨物ハンドブック
改訂版
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港湾空港技術研究所は、国土交通省所管

の独立行政法人であり港湾および空港の整

備などに関する調査・研究および技術の開

発などを行っている。東日本大震災の際に

は、震災発生後直ちに災害対策本部を設置

するとともに、震災３日後の３月１４日より

東北および関東の港湾施設を中心に、地

震・津波の被災状況および復旧対策のため

の現地調査を実施した。

本稿では、現地調査や水理模型実験によ

って明らかになった津波による防波堤の被

災メカニズムと、釜石港における被災の状

況、さらに今後の津波対策の考え方を紹介

する。

津波による防波堤の被災メカニズム

今回の津波による防波堤の被災は、基本

的には想定を大きく上回る巨大な津波が作

用したことが最大の要因である。ただしこ

れだけ大きな津波であったにもかかわらず、

ほとんど被災しなかった防波堤も数多くあ

ったこともまた事実である。ここではまず

津波による防波堤の被災パターンについて

解説する。

水位差による滑動

わが国における防波堤の一般的な構造は、

石で作られた基礎マウンドの上に内部に砂

などを充填したコンクリート製の箱である

ケーソンを設置したものである。防波堤は、

通常の波浪や津波に対してケーソンの重量

による摩擦抵抗力で安定性を確保している。

防波堤が津波の水圧によって移動してし

まう場合、津波そのものの大きさよりも防

波堤の前面と背面の水位差がどれだけ大き

くなるかが重要である。すなわち津波の進

入を防ぐことを目的として建設された大船

渡港や釜石港の津波防波堤のように、船舶

の航行のための開口部が狭い（閉め切り効

果の高い）防波堤や、八戸港や相馬港の防

波堤のように延長が比較的長く、しかも津

波が防波堤に対して直角に近い角度で来襲

する場合には、水位差が大きくなり大きな

水圧が作用する。逆にいえば非常に大きな

津波が来襲しても、開口部などから港内に

も津波が侵入し、防波堤前面と背面の水位

差が大きくならない場合には防波堤は移動

しない。

なお女川港では引き波時において港内側

の水位が港外側の水位よりもはるかに高く

港湾施設の津波被害と今後の津波対策
（独法）港湾空港技術研究所 海洋研究領域長 下迫 健一郎

茨城県鹿島港
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なり、ケーソンが港外側へ転

倒する被災が生じている。

速い流れによる洗掘

津波で生じる速い流れによ

って防波堤の基礎マウンドや

海底地盤が洗掘され、そのた

めケーソンの傾斜・沈下・移

動が生じる場合がある。こう

した現象は流れによる渦が発

生しやすい防波堤の開口部や堤頭部（先端

部）周辺で特に顕著となる。

今回の津波では、釜石湾口防波堤や八戸

港中央防波堤の堤頭部などでこうした流れ

による被災が生じている。

越流による背後の洗掘

通常の波浪における越波によって、防波

堤背後のマウンドや地盤が被災を受けるこ

とはほとんどない。そのためこれまで防波

堤背面（港内側）の設計は、堤頭部付近を

除いてあまり重要視されていなかった。し

かしながら今回の津波では、防波堤背面が

越流によって洗掘され、ケーソンが傾斜・

移動する被災が八戸港八太郎北防波堤など

で発生している。

釜石湾港防波堤の被災状況

釜石湾口防波堤は、釜石湾における津波

対策を兼ねた防波堤として建設され世界最

大水深（－６３m）に設置される防波堤とし

て平成２０年度に完成した。北堤９９０mと南

堤６７０mからなり開口部３００mについても、

締切効果を高めるために潜堤が設置されて

いる。釜石湾口防波堤は、明治三陸地震津

波および昭和三陸地震津波クラスを対象と

して設計された。なお外力としては設計津

波による波力よりも波浪による設計条件

（再現期間５０年の波浪、周期１３秒、波高１３．３

m）による波力のほうが大きく防波堤の断

面は波浪によって決定されている。

図１は、ナローマルチビーム測深機によ

る被災後の測量結果で左側が北堤、右側が

南堤である。南堤については２２函のうち最

深部（開口部側）から１０函はほとんどその

まま残存しているが、１１函めは港内側へや

や傾斜しつつ水没した隣接ケーソン側に大

きく傾いている。１２函め以降については、

ほとんどのケーソンが港内側へ転落してい

る。一方北堤については、４４函のうち７函

程度がほぼ原形をとどめているもののそれ

以外のケーソンについてはほとんど何らか

の変形・移動が見られる。

港内側へ転落しているものも多く、また

わずかに水面上に姿をとどめているもので

も、大半が港内側に傾斜しつつ水没した隣

接のケーソン側（開口部方向）に大きく傾

いている。堤頭函についても開口部側へ大

きく傾斜しており、開口部の潜堤もほとん

どのケーソンが港内側へ転落している。

図１ ナローマルチビームによる測深データ
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南堤側および北堤側浅部の被災原因は、

前述した被災パターン１の水位差による滑

動であり、これによってケーソンが一気に

被災したと考えられる。

また開口部については、被災パターン２

の速い流れによりマウンドの洗掘と潜堤

ケーソンの移動が生じたと考えられる。北

堤の深部に関しては、図２に示すように一

部のケーソンが滑動してマウンドから転落

したあと、ケーソンの抜けた箇所に速い流

れが作用して洗掘が生じて隣接するケーソ

ンが傾斜・変形し、それによって広がった

ケーソン間の目地部分でも同様の洗掘を受

けて被害が徐々に拡大したものと考えられ

る。

図２ 津波による被災のメカニズム

今後の対応と課題

今回の津波は、１０００年に一度程度のきわ

めて大きな津波であったといわれている。

一般に防波堤の耐用年数は５０年程度と考

えられており、波浪に関しては再現期間が

５０年程度の波を設計波とすることが一般的

である。一方津波に関しても、津波防波堤

などでは設計津波の外力を考慮してはいた

ものの、今回のような最大クラスに近い津

波に対する設計の考え方は必ずしも明確で

はなかった。

現在、対象津波として頻度の高い津波（数

十年から百数十年に１回程度）と最大クラ

スの津波（千年に１回程度以上）の２つを

想定する考え方が提案されている。それぞ

れの津波に対する施設の要求性能は、表１

に示すとおりである。
表１ 今後の津波対策の考え方

今回のような最大クラスの津波に対して

人命を守るためには、避難施設も含めて

ハードとソフト両面からの対策が必要であ

る。

経済的な損失に関してはハードでの対策

が重要なことはいうまでもないが、巨大な

津波を防波堤や防潮堤で完全に止めるため

には膨大なコストが必要であり、必ずしも

現実的ではない場合も多いのが現状である。

このような場合には費用対効果の観点も考

慮して、浸水災害を有効に軽減できる構造

物の高さを選択するべきである。

ただし、津波防波堤や防潮堤などの防災

施設は、最大クラスの津波に対しても安定
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であることが望まれる。すなわち仮に多少

の変形は生じたとしても、大きな変位には

至らずに津波を軽減する機能を保持してい

る必要がある。

防波堤に関しては、基本的に波浪に対し

て港内の静穏を確保することを目的として

おり津波防波堤を除いては、必ずしも津波

に対する軽減効果を考慮しているわけでは

ない。

しかしながら実際には津波に対してある

程度の軽減効果を有する防波堤もあり、こ

うした防波堤は津波防災の観点においても

重要である。

被災後の防波堤（北堤堤頭部）

一方で津波によって防波堤に壊滅的な被

害が生じると背後地での津波被害が急激に

増大する恐れがあり、また震災後の復旧作

業にも大きな支障が生じる。

したがって防波堤においても一気に大き

な変位に至らないような「粘り強い」構造

が求められている。

図３はそのような防波堤のイメージを示

したものである。

実際の設計においてこうした考え方を取

り入れるためには、設計において考慮して

いる以上の外力が作用した場合に、変形を

できる限り小さくする具体的な対策工法や

変形量を定量的に予測できる計算方法の確

立が不可欠であり、そのための研究・開発

が急務である。

なお外洋に面した防波堤の場合、厳しい

波浪に対して安定性を確保できるよう設計

されており、一般には頻度の高い津波に対

しては現状でも十分な安定性が確保されて

いる場合も多い。

また最大クラスの津波に対しても多少の

補強を加えることにより、安定性を確保す

ることや被害を最小限に食い止めることが

できる可能性も高い。

現状では変形量を定量的に推定すること

が困難なことなどもあり、どの程度の対応

が最適であるのか不明な点も多いが、少な

くとも頻度の高い津波を上回る津波に対し

て越流によって一気に被害が拡大しないよ

うに背後の被覆を強化することは有効な対

策である。

図３ 粘り強い構造の防波堤
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海を介した「つながり」に
支えられてきた東北

私たち日本人は、古来、海に囲まれ、海

に寄り添い、海とともに生きてきた国民で

ある。

とりわけ日本有数の水産業の盛んな地域

であり、多くの人が直接的あるいは間接的

に海に関わって生計を立ててきた東北地方

沿岸部の人々の生活は、海との関わりなく

して語ることはできない。この地域に伝わ

る生活や文化は、家族で営む生活を中心に、

「地縁（コミュニティのつながり）」とい

う海を介した「つながり」によって支えら

れてきたと言っても過言ではない。

東日本大震災では、南北３００kmにわた

る沿岸部が津波に襲われ、海は一瞬にして

人々の命や生活文化の基盤を奪い去った。

またこの地域の基幹産業である水産業や造

船業などの海に関する仕事は壊滅的な打撃

を受け、それまで誇りを持って続けてきた

海の生業に戻ることができないのではない

かという絶望感に陥った人も少なくなかっ

た。

震災後２年が経とうとしている現在、被

災地の人々は、これまで築きあげてきた海

の生業を取り戻そうと、未来への希望を持

って一歩ずつ歩き始めている。そこには彼

らが海とともに生きてきたことへの誇りと、

海を介した人や地域のつながりへの愛着、

そして何よりも「ふるさと」を取り戻した

いという彼らの熱い想いが感じられる。

しかし多くの漁港では、冠水により未だ

に十分な機能を果たせておらず、かつての

ようにそこに住む人々が本格的に海の生業

に励む基盤が戻っているとはいい難い。

私たちはこの２年間、このように厳しい

環境に身を置きながらも辛抱強く、復興に

向かう被災地の人々が、かつての生活を取

り戻すための取組みを支援してきた。

日本財団の復興支援事業
被災者の立場に立った取組み

日本財団の東日本大震災における海洋関

連の復興支援は、時間の経過とともに変化

する被災地の状況に対応しながら進めてき

た。まずは（１）震災直後の海の仲間を守る

緊急支援の段階から、（２）地域産業として

の海の生業・稼ぎ（雇用）を再生する段階、

そして（３）海と共に暮らしてきた生活文化

（ふるさと）の再生の段階へと状況が変化

する中で、それぞれの段階での被災者の

ニーズを把握し、彼らの立場に立った支援

を迅速に行うことを方針としている。

まず「海の仲間を守る緊急支援」の例と

して、水道や電気などが寸断された震災後

すぐの被災地で、命をつなぐための取組み

が挙げられる。被災地以外の造船関連企業

や食品系企業などからは、即座に様々な支

援物資や寄付が集まり、私たちはこれを真

日本財団による海に関わる復興支援について
日本財団 海野 光行
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っ先に届ける手伝いをした。

３月２１日にはトラック移動式淡水化装置

や発電機などを提供することによって、水

道や電気などライフラインの復旧に対して

大きな役割を果たすことができた。

また東日本大震災の発生から２週間余り

で「災害支援緊急融資制度」を発表した。

この制度は、津波で船を失った漁業者に対

し、一事業者あたり１億円を上限に漁船な

どの建造や修繕に必要な資金を実質無利子

で融資する制度（総額１００億円）であり、

国からの具体的な支援策が発表されていな

かった３月末の段階での大規模で具体的な

支援制度の発表に、漁業関係者からは「今

は失った漁船の建造をするかどうかも考え

られない状態だが、こういう制度が発表さ

れ、自分たちを応援してくれる人たちがい

ることが分かり、希望をもつことができ

た」という声が各地で寄せられた。

この制度の決定は、被災者に希望の灯り

を届けるメッセージとなるとともに、その

後に発表された漁船建造に関する国の支援

策の呼び水としての役割も果たすこととな

ったと自負している。

被災直後の時期を過ぎると、緊急支援に

続き「海の生業を再生する取組み」を行う

ことにした。まず取組んだのが「被災小型

船舶の再生支援」である。被災直後の状況

が落ち着くと、漁業者たちは「いち早く海

に戻りたい」と考えていることがわかった。

津波により彼らが所有する多くの小型船舶

が被災していたが、その中には修理により

再生可能な小型船舶も少なからず存在した。

そこで地元の造船関連事業者と大手メー

カーが協力してチームをつくり、小型船舶

の仮設修理場を整備することで、漁業関係

者の早期操業開始をサポートする事業を実

施した。

その造船関連事業者は裾野が広く、これ

までも地域における雇用の受け皿としても

重要な役割を果たしてきた。

この「造船関連産業の再生」のためには、

被災地域５カ所（八戸、大船渡、気仙沼、

石巻、いわき）における造船関連事業者ら

が構成する協議会に対し、当面の造船事業

再建に必要な大型クレーン車やフォークリ

フトなどの整備を行った。

今回の震災では地域産業自体が壊滅的な

状態であったため、個々の事業者が単独で

事業を再開するのは難しい状況であった。

そこで関連事業者が協力し支え合って復興

を目指す協議会を設置し、そこに対して支

援を実行した。

このように地元の造船関連事業者と大手

メーカーが協力してチームを作ったことや、

競合関係にあった造船関連事業者同士が、

造船産業の復活という一つの共通目標に向

かって結束を固め、共同体として立ち上が

ったことなどは、この地域特有のつながり

が地域産業と雇用の回復へ大きな役割を果

たした良例といえるかもしれない。

次に海の生業再生への取組みとして私た

被災造船事業者支援（気仙沼）
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ちが位置づけたのが、未来の水産業・造船

業の担い手を育成できる環境の整備である。

「海洋関連高校への教習艇などの支援」で

は、青森・岩手・宮城にある水産高校など

の海洋関連高校６校に対し、津波によって

流失してしまった教習艇や養殖実習船の配

備を行った。

教習艇支援（宮古水産高校）

海を介したつながりを未来に引き継いで

いくためには、未来の水産漁業の担い手が

不可欠である。配備された教習艇で実習を

行った生徒の一人は、「海は恵みを与えて

くれると同時に試練をも与える。それでも

海を嫌いになることはできないので、自分

たちの世代がこの地域を守っていきたい」

と話した。

海洋関連高校への支援は、明日への希望

と次世代を担う若者の未来を支えるという

意味で意義深いものであった。

震災から年月が経つにつれ、被災地の

人々の生活は立て直されてきたが、彼らの

生活文化が再生されなければ復興を遂げた

とはいえない。そこで、「生活文化の再生

のための事業」として、２０１２年２月より開

始した「番屋再生事業」では、漁業者を中

心とした関係者のための操業拠点を取り戻

すと同時に、地域の間につながりを取り戻

すことを目標とした支援策を行っている。

従来、番屋は漁業関係者のみにしか利用さ

れない施設だった。そこに新たに漁業関係

者以外にも地域の人々が集える機能を付加

することで、地域全体に開かれた生活文化

再生の場、地域再生の拠点へと生まれ変わ

らせることができる。

２０１２年８月に完成した岩手県宮古市の鍬

ヶ崎番屋は、漁業者の操業拠点としての役

割に加えて、教習艇の配備を受けた地元宮

古水産高校の実習用スペースを備えており、

同地域における水産業復興のための人材育

成拠点として活用され始めた。

現在も各地域のニーズに対応し、より多

くの人々がつながる場としての番屋建設計

画が、複数の地域において進んでいる。

また２０１２年１１月には、水産業を中心とし

た復興をより加速させるための２大プロジ

ェクトの実施を決定した。「大船渡港国際

水産・物流拠点形成プロジェクト」では、

水産業の生産性向上と輸出入増加を狙った

冷凍冷蔵施設および港湾設備の整備を一体

となって行い、大船渡のみならず三陸地域

全体の産業振興に貢献することを目指して

いる。

「未来の水産業の担い手育成プロジェク

ト」では、主に岩手県内の水産高校３校が

使用する１７０t クラスの実習船建造を支援

する。船舶や港などに比べて支援が遅れて

いる産業教育分野を支援することで、将来

の水産業を支えるだけの技能を身に付けた

人材の育成に必要な環境整備を支援し、人

材不足による地域経済の空洞化を防ぐ狙い

がある。

このように日本財団はこれまで、行政、
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民間などの垣根を超えた協力関係を構築す

ることを重視し、多様な関係者との連携に

よる復興支援に取組んできた。

従来の国や県の予算を復興にあてるだけ

では、対象にならない項目の多さや手続き

の煩雑さからくる事業決定の遅さ、自己負

担分の手当てなどがハードルとなり復興の

速度を遅らせている状況が見受けられた。

そこで被災者の心に希望の烽火を一日でも

早くあげるためには、復興のスピードを加

速させ、被災地の想いを柔軟な形で具現化

させる必要があった。そのために政府や自

治体との共同事業や資金マッチングのス

キームを構築、さらには民間企業のノウハ

ウと支援を受けながらのプロジェクトを実

施してきた。

キリンビール（株）から「復興応援キリン

絆プロジェクト」として、日本財団に設置

された水産業支援基金や、カタール王国か

らの女川町における２０億円にものぼる水産

加工施設建設支援などは、民間企業と日本

財団、さらにこれら取組みを後押しする行

政との連携があって実現したものであると

いえる。

この被災地（者）、政府や自治体、民間

の三位一体となった取組みが徐々に復興と

いう形へ実を結びつつあるように思う。

被災者に希望の灯りを

被災地を訪れ、漁業や水産業など海を生

業としてきた人々と話をする度に「震災前

のように、本格的に海の仕事ができるよう

になりたい。そして、いつの日か『ふるさ

と』を取り戻したい」など、かつてに比べ

てさらに前向きな言葉を耳にする機会が多

くなった。

これまで国や民間の支援、ボランティア

など様々な活動が行われた結果、本格的と

はいわないまでも生業に戻った人が増えて

おり、徐々にではあるが彼らのふるさとを

取り戻すという希望が膨らんでいるのかも

しれない。

しかしながらこれまで、耐え忍び、努力

してきた被災者のみなさんに、心からふる

さとを取り戻したと感じてもらうためには、

これからが非常に長く困難な道のりだと認

識している。

震災によって一度、バラバラになること

を余儀なくされてしまったコミュニティや、

そこで培われてきたつながりは、そう簡単

には元のように戻らないだろう。また、こ

れまで代々受け継ぎ、自ら築いた海の生業

を将来に引き継ぐとともに、ふるさとを取

り戻すまでの道筋を描くことができる人材

が十分でないことも、今後向き合わなくて

はならない大きな課題である。

私達は、被災地のコミュニティの基盤作

りとそれを支える人材の育成に貢献できる

よう今後も、支援を継続していく予定であ

る。

大型冷凍冷蔵施設・マスカー（女川）
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No. 主な事業 支援内容 支援金額

１
被災船舶のための
緊急融資

震災直後、100億円を予算として公募。そ
の後国の支援が整備されたため、支援結果
は２隻となる。

130,000,000円

２
被災小型船舶の
再生支援

８か所の仮設修理拠点整備と、約500隻の
被災小型船舶の修理。

171,907,000円

３
水中ロボットを用いた
海の再生力探査

岩手・宮城の８漁港にて水中探査を実施。 32,223,165円

４
海洋関連高校への
教習艇等支援

水産高校等へ教習艇・養殖実習船を13艇贈
呈、２艇を貸与。

73,019,450円

５
被災造船関連事業者
への再生支援

約100事業者から成る５つの造船事業者協
議会に、クレーン車や溶接機等600点以上
を配備。

1,349,980,000円

６
水産業再生のための
フォークリフト配備支援

水産業に必要なフォークリフトの購入支援
を行い、漁協等へ76台を配備。

90,320,000円

７
被災船陸上電源供給
施設の新設

気仙沼港内11か所に船舶用陸上電源供給施
設を配備。

35,800,000円

８
水産業を中心とした
新しいコミュニティ
創生のための番屋再生

地元漁業者を中心としたコミュニティ拠点
である番屋を順次配備。

150,780,000円

９
イサダ漁操業再開
のための支援

イサダ（オキアミ）漁の再開に必要な機
材・設備を大船渡漁港に配備。

19,320,000円

10
さけ・ます生産施設等
復旧支援事業

岩手県のさけ・ます生産施設の復旧。 19,760,000円

11
女川町への最先端水産
加工施設の新設

カタールフレンド基金の支援金により、津
波対策を施した最先端水産加工施設を女川
町に建設。

2,000,000,000円

12
キリン水産業支援「絆」
プロジェクト

岩手、宮城、福島における養殖漁業再開支
援。地域ブランド育成支援など。

436,627,664円

13
大船渡港国際水産・物流
拠点形成プロジェクト

大船渡港を中心とした冷凍冷蔵設備及び港
湾整備。

816,110,000円

14
未来の水産漁業の担い手
育成プロジェクト

岩手県内水産高校が使用する実習船等の整
備。

572,260,000円

支援金額合計：5,898,107,279円

海洋関連の支援一覧（２０１３年２月８日現在）
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２年前の東北地方太平洋沖地震と津波によって、最も多くの犠牲者と物的被害にあった宮

城県三陸地方の気仙沼市魚市場、気仙沼向洋高等学校、県漁協雄勝町東部支所そして女川魚

市場買受人協同組合などの漁業関係者と教育現場を取材した。

「涙なみだの話し」で取り組んだ
気仙沼市魚市場の復旧・再開

気仙沼漁業協同組合
りょうすけ

代表理事組合長 佐藤 亮輔さん

気仙沼港は、宮城県の北東部に位置し湾

口にある大島が防波堤となっている天然の

良港。沖合は黒潮（暖流）と親潮（寒流）

が交差する三陸沖漁場を抱え、豊富な水産

物が捕れる事から１６世紀後半から漁業を中

心に栄えてきた。

全国から多数の漁船が集まってきて漁獲

物の水揚げ・補給・修繕・乗組員の休息・

保養などに利用され、１９６９（昭和４４）年に

はわが国の水産業振興上、重要な漁港であ

る事から特定第三種漁港に指定され、遠

洋・沖合漁業、特にカツオ・マグロ漁業の

根拠地として発展してきた。

２０１１年３月１１日に発生した東北地方太平

洋沖地震と津波による被害は、当地におい

ても甚大で２０１１年２月末の人口７万４２７４人

に対して死者１０３８人、行方不明者２６９人、

震災関連死認定者１０２人となっている。（い

ずれも２０１２年７月１８日現在。ちなみに２０１２

年３月末の市人口

は６万９６２０人）

また被災世帯数

は約９５００（３５．７％）、

被災事業所数３３１４

（８０．８％）、被災従

業者数２万５２３６人

（８３．５％）となっ

ている。水産関係では被災水産加工経営体

が９５経営体（９３．１％）、被災漁船約３０００隻

（８４．１％）、被災冷凍工場８１（９０．０％）、市

内に３８ある漁港は全港で５０～１２０㎝の地盤

沈下、養殖設備は全滅。こうした数字から

水産関係の被災状況が突出している事がわ

かる。（同市産業部水産課編纂・平成２４年

版「気仙沼の水産」より）

魚市場は気仙沼経済のかなめ

魚市場で水揚される水産物は鮮魚で出荷

されるほか、背後地の水産加工場で様々に

加工され全国の流通業者を通じて消費者に

向け供給される。水産業が市経済の重要な

地位を占めている基幹産業であることから、

魚市場は気仙沼市が開設し市場の建設・補

修・管理・卸売業者への指導監督などを行

い、気仙沼漁業協同組合が漁業者から委託

ルポ

最大の被害を受けた
宮城県における復旧・復興の現状

佐藤亮輔さん
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を受け漁獲物の卸売業務を行っている。

魚市場は気仙沼港の湾奥近く、市の中心

部に位置し同市の観光スポットでもある。

卸売施設の全長は９５５m、屋根のある卸

売施設は７２３mに及び、漁船を横付けでき

る北売り場を始め全部で五つの売場と荷さ

ばき場では漁獲物の入札で活況を呈してい

た。施設には漁船員たちのための風呂や休

憩室、漁協事務室、貸し事務室、研修施設

や見学デッキも完備されていた。気仙沼漁

協では製氷工場、超低温冷蔵庫、中継冷蔵

庫などを所有し運営していた。

一部かさ上げ工事を終えて使用している市場前岸壁。手前の岸壁
との段差が分かる

大地震と１０m以上の津波によって、岸

壁・荷さばき場は１m前後沈下、卸売施

設１階にあったベルトコンベヤーやスカイ

タンク（カツオやサンマを収納する大型の

箱）その他の卸売業務の設備は全て流され、

製氷工場、超低温冷蔵庫、中継冷蔵庫など

は全壊もしくは一部損壊となった。気仙沼

漁協代表理事組合長の佐藤さんなどの漁協

関係者は「魚市場は気仙沼経済の要。雇用

の確保と町の復興にとって魚市場の再生は

不可欠」との認識から、６月からのカツオ

水揚げを決断し獅子奮迅の取り組みが始ま

る。市や県さらには中央省庁とも再生と復

興に向けた折衝と会議が日夜続いた。

「涙なみだの話し」が一杯

そうした取り組みが功を奏して、水産庁

の共同利用施設復旧整備事業や中小企業庁

のグループ施設等復旧整備事業などの公的

補助、NPOのワールド・ビジョン・ジャ

パンをはじめとする国内はもとより世界各

地からの団体・個人など支援金や寄付金が

届いた。その中には佐藤組合長の米国にい

る姪御さんからも、ガレージセールの売上

金からの寄付金もあった。

また近年、遠洋・沖合漁船に多数のイン

ドネシア船員が乗っている事から同国のス

シロ・バンバン・ユドヨノ大統領が自ら訪

れ援助資金も届けてくれた。

佐藤組合長は「多方面からの支援の中身

を思い出すと、涙なみだの話しですよ」と、

今では笑っていう。

全力で取り組む漁業施設の復旧

沈下した岸壁に対しては特定第三種漁港

に指定されている事から、国・県・市も早

期の冠水対策としてかさ上げ工事などに着

手、震災の３カ月後には一部で使用が可能

となった。同時に３カ月半ぶりに魚市場の

業務が再開された。しかし２０１１年の同市場

の水揚げ高は、前年対比の数量で２９．０％、

金額で３８．８％に落ち込んでいた。

あれから約２年後の１月下旬、魚町から

魚市場に続く旅客バースから漁業岸壁、さ

らには南方に伸びる商港岸壁はことごとく

地盤が沈下し、満潮時でもないのに海水が

溢れていた。岸壁にそった道路を挟んだ沿

岸部は、瓦礫が撤去された更地は静まり返

り、一方工事中の区域では重機がフル稼働
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で危険が一杯。水揚げ閑散期の１２月から５

月にかけて突貫工事が続いている。

佐藤組合長は「水産業は魚市場を中心と

して漁船の入港に伴い、造船所・各種修理

工場・漁具・漁網・燃料・食料・加工品・

製氷・資材それに運送業などが不可欠。あ

る意味では総合産業といっていい。漁港は

全国にたくさんあるが、気仙沼にはこれら

がすべて揃っている。そうした事から魚市

場の早期再開を何としてでも実現したかっ

た」と語る。「みんな揃っての一斉の復旧

は不可能。やれる人やれる事業者から復旧

作業に入る。それしかないのではないか

な」ともいう。

こうした佐藤組合長たちの努力が実って

昨年１０月には東北一の製氷工場を新築、同

月１５日に営業を開始した。同工場は１日に

角氷７０トン、自動製氷４０トンの生産能力を

有し、貯氷能力は３７００トンの大型施設。

今後の課題
風評被害の克服と漁食文化の振興

佐藤組合長に抱負や、今後どのような支

援が必要か聞いてみた。

「魚の国内消費は漸減傾向にある。そう

した事から震災前に海外にも販路を拡大す

べく取り組んできた。一定の効果が出てい

たが、震災後は放射能の風評被害で売り上

げが内外ともに大幅にダウン。特にロシ

ア・中国が買ってくれなくなってしまった。

政府に安全であることを外交の場でもっと

宣伝してもらいたい」と力説する。そして

国民の皆さんには「もっと気仙沼の魚を食

べてほしい」と続ける。「魚食は日本食文

化の中心。授乳期の母親にとって魚食が最

適で、成長期の子供だけでなく成人の健康

には魚の持つ脂肪とタンパクが一番良いの

だから」と繰り返して語ってくれた。

魚にこだわり漁業経営に誇りと人生をか

けてきた佐藤さんは取材日の午前中、気仙

沼高校で生徒を相手に１時間ほどの講演を

終えてきたばかり。講演テーマは、水産業

界に携わる者として気仙沼と魚に関わる話

し。しかし講演内容はつい脱線し４００年前

の気仙沼の歴史に及び、先人が苦闘の末取

り組んだ世界を視野に入れた人生を生きる

べきと結んだ。

１月２２日付の地元紙「三陸新報」による

と、気仙沼市が進めている水産加工施設な

どの集積地の整備は、「本年度中に約４割

がエリアでもり土かさ上げ工事が完了する

見込みとなった」と報じていた。

気仙沼港に着岸している漁船

修復工事中の、市場南側岸壁
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多くの漁業関係者を輩出してきた
気仙沼向洋高等学校の現状

か の ひで あき

教頭 狩野 秀明さん

気仙沼向洋高校の前身は気仙沼水産高等

学校で、さらに遡ると１９０１（明治３４）年、

地元漁業関係者の強い要請で設立された気

仙沼町立水産補習学校。戦後１９４８（昭和２３）

年４月に行われた学制改革により水産高等

学校に昇格、多くの優秀な漁船船員を始め

漁業関係者を輩出してきた。

その後幾多の変遷があって１９９４（平成

６）年４月に、気仙沼向洋高等学校に校名

を変更し情報海洋科、産業経済科、機械技

術科の全科男女共学の３学科となり各学科

とも４０名を募集定員としてきた。

校舎は南三陸リアス式海岸の観光名所の

一つ、岩井崎付近の海岸に近い距離にあっ

た。

２年前の３．１１

３月１１日は、年度の最後の授業日であっ

た。３学年全部で９クラスのうち、３年生

は３月１日に卒業をしていて１・２学年６

クラス、約２２０名近くの生徒が登校してい

た。授業を終えたのは正午近くで、いくつ

かのクラスが中庭付近でホームルームを開

いていた。その他のクラスの生徒たちは、

約５０名の生徒が帰宅していて、約１７０名の

生徒が部活動などで学校に残っていた。

こうした状況下で震度７の激震が直撃。

体育館や中庭にいた生徒の中には腰を抜か

した者もいた。自力で立ち上がることでき

ず、その混乱の中

で生徒は防災訓練

マニュアルにある

「校舎４階への避

難」は不可能だっ

た。結局近くにい

た教員が急遽、自

家用車にその生徒

たちを乗せて高台にある学校から１km位

ある地福寺まで移動した。津波襲来までの

避難対応は、校舎内にいる者と校舎外にい

た者とでは自ずと分かれた。

【校舎内の避難対応】
校舎内では地震発生直後、南校舎１階に

ある事務室に管理職をはじめ約２０名の教職

員が集まった。停電でテレビは使用不能と

なり教員の１人がワンセグ携帯電話から情

報を得て６～７ｍの津波が襲来することを

知った。校内に生徒がいない事を確認して

から校長室の金庫より指導要録や入試デー

タ、公印・通帳その他の重要書類や備品を

取りあえず３階に移した。チリ地震の際の

大津波の記録によると本校３階は安全圏で

あった。

その後の情報で予想される津波の高さが

１０ｍを超すことを知り、３階まで運んだ荷

物は管理職の機転により、もう一つ上の４

階に運び直すこととした。そして大規模改

修工事中の工事関係者２６名も校内に残った

教職員と合流し、行動を共にした。

地震発生から３７分後、腰上くらいの高さ

の第１波が校舎を襲った。

次に第２波・第３波が校舎４階まで到達

したので全員が屋上に避難、何とか難を逃

れることができた。しかし津波は４階校舎

狩野秀明さん
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を飲み込みそうな勢いであったため、屋上

に避難した教職員もその瞬間は覚悟を決め

たという。幸い水位は４階フロアの１ｍ位

で止まった。また津波により冷凍工場が校

舎に向かって流されて来たが、危機一髪で

校舎への直撃を免れた。

旧校舎に押し寄せる巨大津波（写真提供・撮影は、畠山茂樹教諭）

別のドラマもあった。この大津波によっ

て学校付近の多くの住宅は流されたが、女

性２人を乗せた住宅が本校校舎と生徒会館

の間に挟まっていた。それに気付いた本校

職員が、一晩中声を掛けて励まし、翌日明

るくなるのを待って２人を救出した。さら

に実習棟に地域住民３名が避難していて、

その住民とも合流した。水で囲まれた校舎

から脱出すべく流れ着いたボートを引き寄

せ、翌日の午前８時頃になって合計５１名が

無事、校舎から脱出することに成功した。

【校舎外の避難対応】
地震発生直後、校内に残っていた多くの

生徒が校庭に飛び出した。地震は想像を絶

するほど激しく強く長く続き、即座に津波

を警戒した。本来、津波来襲時の避難は校

舎４階に上る事になっていたが、多くの生

徒が中庭や体育館にいたので、校庭への避

難となった。その後教職員の指示のもと近

所の指定避難場所である地福寺へと約１７０

名の生徒が全力で移動を開始した。

地福寺は学校から約１㎞離れた所にあり、

過去のチリ地震津波の影響もなかった。ま

た境内は全校生徒を集合させるだけのス

ペースがあり、避難場所には最適であった。

生徒・教職員合わせて約２００名近くが地福

寺に一旦避難した。

地福寺に到着し、境内で生徒の点呼を取

ろうとした。しかし、ある職員からもっと

高いところに避難すべきとの意見が出て、

地福寺からさらに１㎞離れたＪＲ陸前階上

駅に向かった。駅へ向かう途中、余震はか

なり激しく続き、瓦などが降ってくる危険

性もあった。教職員が万全の注意を生徒た

ちに喚起し、駅まで誘導した。地震発生か

ら４０分経過していた。

避難途中、多くの地域住民に対し早急に

避難するよう促したが、中には瓦礫の片付

けなどをしている住民もいた。その後の津

波によって地福寺を含むその地域は甚大な

被害を被った。

余震が続く中、何とか陸前階上駅に到着

し点呼をとるため生徒全員に腰を下ろさせ

た。その瞬間、階上駅よりもっと上にある

国道方面から津波が迫っているから「早く

逃げろ」と叫ぶ声があった。再び生徒たち

を国道へ、そしてさらに後方にある階上中

学校へと避難させた。

階上駅から国道に上がる時、恐怖のあま

り腰を抜かし動けなくなる生徒が数名いて

教職員が付添いおぶって避難した。こうし

た経緯を経て校内に残っていた生徒全員と

避難誘導した教職員が無事避難することが

できた。
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震災当日の夜
避難先の階上中学校

３月１１日の夜は、雪も降り寒波が押し寄

せていた。避難した階上中学校の２教室で

一夜を過ごした。部活動中に避難した生徒

などはＴシャツ、短パン姿で震えていた。

とりあえず中学校のカーテンや暗幕で寒さ

をしのぐしかなかった。

その後、農協に勤務している卒業生が職

場から燃料や食糧を運んできてくれた。届

いた食糧は自分たちではなく，体育館にい

た一般の避難者に全て分け与え、生徒たち

はビスケット１枚口にしようとしなかった。

夜中に数名の高齢者が、低体温症の状態

で軽トラックの荷台に乗せられ運ばれて来

た。すかさず数名の教職員が手伝った。後

日、その方々は亡くなられた事を知った。

機械技術科の教員が、即席にラジオを組

み立てたり、廊下の照明を作成して真っ暗

闇の廊下に明りを灯し、避難した方々の不

安を和らげた。この晩に約９０名の生徒が保

護者とともに帰宅できた。また残っていた

生徒の約４０名が何かしら家族と連絡がとれ

ていた。

翌早朝、教職員は再度残っている生徒数

を把握し、家庭との連絡の有無を再確認し

た。家庭と連絡の取れている生徒は時期を

見て帰宅させ、連絡の取れない生徒はその

まま階上中学校に留めることにした。

教職員も家族と連絡が取れていない者や

自宅に被害のあった者は一旦帰宅し、その

他の教職員は出来るだけ避難所に残った。

生死の分かれ目

海岸近くに立地していた学校にも関わら

ず、生徒・教職員は奇跡的に１人の犠牲者

も出さなかった。生死を分けた要因につい

て狩野先生に訊いた。

狩野先生は「津波に対しての危機意識の

高さではないでしょうか」と指摘した。続

けて「教職員および生徒たちは津波を想定

しつつ日々学校生活をしていたと考えられ

ます。地震の後の津波予測情報は頻繁にあ

り、津波に対する認識というか意識の向上

に少なからず影響したと思います。さらに

３．１１の約１年前、チリで発生した地震の

影響で気仙沼地方に津波による避難勧告が

出ていて、本校ではその時津波を警戒して

重要書類を３階にまで運んだ経緯もありま

した」という。

続けて「教職員の素早い判断と行動、特

段の打合せもなしに各自が機転を利かせ、

的確に協力し行動したこと。迫りくる大津

波の恐怖の中、誰しも混乱し正常な判断が

できなくなります。しかし冷静・沈着に責

任ある行動をとったのは最大限に賞賛され

て良いと思います。また避難マニュアルの

順守とそれを超えた行動ができたこと、普

段から貴重品やデータを保存している場所

を多くの教職員が把握していたこと、何よ

校庭に猛然と押し寄せる津波
（写真提供・撮影は、畠山茂樹教諭）
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り教職員が一体となって迅速かつ果敢に、

そして持てる力を全力で出しきった事など

が挙げられます」と率直に同僚たちを語る。

狩野先生はあの時に本校では勤務してい

なく、着任したのは震災があってから約１

年後の昨年の４月からとの事であった。

その後、学校は分散して授業再開
８カ月後に仮設校舎に

震災後、授業は１か月遅れて５月９日に

開始された。校舎は全壊したので情報海洋

科は本吉響高校に、産業経済科は気仙沼西

高校へ、機械技術科は米谷工業高校へと、

三つの学校に分散間借りしてのスタートと

なった。

その半年後、１１月には待望の仮設校舎が

宮城県気仙沼高校の第二グランドに建設さ

れ、約半年ぶりに同一校舎で高校生活が送

れるようになった。しかし仮設校舎には体

育館や実習棟がなく、施設や設備の面では

不自由で不十分極まりない。残っている敷

地に仮設の体育館と実習棟を建設中だが、

工事現場の中を歩く生徒たちが痛ましい。

狩野先生は「本校は専門高校ですから実

習が大事。しかし実習棟がないので毎週の

ように他校に行っている学科もある」と、

震災以降この２年間はまともな実習ができ

ていない事に心を痛める。

それでも「国内はもとより世界各地・各

方面から多大な支援を頂いており紹介しき

れません」といいながら、支援内容や目録

を保存している分厚いファイルを見せてく

れた。支援内容は様々で、支援金だけでな

く学校現場で必要とされるあらゆる教育機

材が含まれている。その中には日本財団が

寄贈してくれた練習艇もあった。

今後の学校の見通しなどについても聞い

た。狩野先生は「嬉しいことにこうした不

自由な学校生活を余儀なくされているので

すが、これを見てください」と地方紙「三

陸新報」（本年１月１８日付）の切抜きを見

せてくれた。
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同紙によると「向洋全学科で２倍超」と

の大見出しで、気仙沼地区の公立高校入試

の「前期選抜」出願状況と志願者予備調査

結果が掲載されていた。

他校が軒並み入学志願倍率を低下させて

いる中で、同校だけが倍率を上げた。就職

率も高く地元に根ざして人材を輩出してき

た、同校の人気の高さが紙面に反映されて

いた。

こうした動向も知ってか「県教育委員会

では、５年先に本校の再建を決定してくれ

ました」と狩野先生は喜びを隠さない。「た

だ５年間は生徒に不自由を掛けますが」と

続けた。狩野先生の生徒たちへの熱い思い

が伝わってくる。

他校のグランドにびっしりと建てられた

仮設校舎には、今のところ実習練も運動場

もなく、教育機材も少なく何につけても不

自由を強いられている。雪と泥濘の中を往

来し仮設校舎で学ぶ生徒たちは、それでも

元気にあいさつして見送ってくれた。

学校を出てから国道４５号線を南下し、岩

井崎付近の元の校舎のあったところに行っ

てみた。瓦礫も撤去され周り一面は平地と

なって荒涼としていた。新設されたガレキ

処理工場の煙突が亭々と煙を上げていたの

が印象的だった。

豊かな漁場と集落の再生に向けて
自ら岸壁を仮修復
宮城県漁協雄勝町東部支所

支所長 今野 晃さん

宮城県石巻市の北東部に位置する宮城県

漁協雄勝町東部支所は、震災前に支所のあ

った船越、名振、荒、大須、熊沢、羽坂、

桑浜の七浜（すべて第三種漁港）、５支部

で構成され、２０１１年の年頭時点では組合員

が約５００人いた。宮城県内の漁協としては

組合員数では比較的多い部類で、組合員は

ワカメ・ホタテ・一粒カキ・ホヤ・銀鮭と

いった養殖業や、天然物の採介藻漁業では
あわび

ウニ・鮑・天然ワカメ・昆布などを採っ

ていた。

この支所はライフジャケットの着用運動

で成果を上げたライフガードレディスの発

祥の地で、三年前のウニ漁の最盛期に取材

した事がある。ライフジャケットを着用し

た漁師たち全員がエンジン音をとどろかせ、

早朝に一斉に出漁していく光景にいたく感

動した記憶が新しい。しかし取材した大須

漁港は岸壁と海岸部の一部が損壊、民家の

損壊・流失は殆どなかったが、船越は１００％、

名振は９０％の民家が損壊・流出し、支所事

務所は完全に津波に飲み込まれ鉄骨の柱だ

け当時のまま屹立している。

浜は地盤沈下で使用不能
進展しない復旧工事

東北沿岸部全体がそうだが、支所の管轄

するこの七浜もそれぞれ１．２～１．９mの地

盤が沈下し、漁船が安全に係留できない状

他校のグランドに建てられた仮設校舎
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態となってしまっている。

支所事務所は被災直後、石巻市内にある

県漁協本所の敷地内の仮事務所で事業を続

けていたが、浜や組合員からは遠く不便で、

打ち合わせにも仕事にも支障が出ることか

ら今では和田地区の道路沿いに仮設事務所

を設置して事情活動を展開している。仮設

事務所は全国からの支援、とりわけ世田谷

ロータリークラブからの支援で建設された。

この事務所で、港の復旧・復興に５支部

の役員たちとともに連日奮闘してきた今野

晃支所長を訪ねた。

港の復旧状況に

ついて今野支所長

は「市では現状復

帰ということで予

算は付けてくれて

いるが、土木業者

が不足との事でど

こも復旧工事は進

んでいない」と率直に語る。「漁港の工事

は陸上と違って特殊なのか業者が少ない」

とも。漁港や港湾工事は陸上と違ってマリ

コン（海洋土木事業者）の仕事で確かに業

者数は少ない。それだけの理由なのか、よ

くよく聞いてみると、市が計上している予

算内では業者からの落札が進まない実態が

垣間見えてくる。

今野さんは続けて「県の管轄する港湾と

違って漁港の方が復旧工事は遅くなってい

る」と話す。また県から区画漁業権を民間

会社に買い上げさせ漁業に取り組む、いわ

ゆる水産特区に応じた漁港の方が復旧工事

は早いともいう。

漁師たちはどこで漁獲物を水揚げするの

か聞くと「みんな少し不自由だが他地区の

漁港に持って行ってセリにかけている」そ

うだ。そうなると東部支所には水揚げに関

わる手数料が入らない。漁協経営にも支障

が出ているようだ。

風表被害も深刻

大震災から２年経った今年になっての組

合員数は４８８人。「高齢化もあるが、事実は

仮設の復旧住宅は浜から遠く船も流されて

いる。漁を再開しようにも体力・気力その

他の理由で漁師をやめる人は今後も続き、

半分くらいになる可能性もある」と今野さ

んの表情は暗い。

また漁協組織の機構改革と規則の改正で、

組合員の加入条件の改編も近くにあるとの

ことで、そうした事も減少傾向に拍車をか

けるかも知れないと話してくれた。

もうひとつの懸念材料は福島原発事故の

風表被害もあり、自主規制としてヒラメや

マダラなどを検査機関に出して検査してい

るが、マダラから１００ミリシーベルトの放

射能が検出されたこともあり一時休業を余

儀なくされたこともあるそうだ。そうした

ことから宮城県で採れた魚を他地区で買っ

てくれない事情もあり事態は深刻だ。

今野晃さん

沈下した岸壁を漁師たち有志で一部かさ上げして使用している。
船越漁港
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更地となった船越の浜

東部支所の５支部には二人ずつ運営委員

が選出されていて、今野支所長を中心に漁

協の運営や漁港の再建などを定期的に協議

する。

集落が壊滅した船越漁港に行ってみると、

船越・荒支部の運営委員をしている高橋龍

太郎さんと三人の漁師たちが、寒気の厳し

い中、浜で船の手入れをしていた。

高橋さんは、事実上の会長代理として市

当局と復旧に向けた折衝をやっている地区

の顔役。高橋さんは第１１大宝丸と船外機船

一隻を所有し、息子さんと二人でホタテ・

カキ・ワカメやホヤの養殖を続けてきた。

家屋が取り払われ更地となった船越の浜

第１１大宝丸はあの日、巨大津波に流され

翻弄されながらも船底に三か所の穴があい

て水につかっていたのを見つけ、なんとか

修繕して使用できるようになった。隣の荒

地区にある自宅は、１９３３（昭和８）年に発

生した三陸沖地震の津波を教訓として高台

に建てていたので被害を免れていた。

「（工事の件で）何度も業者に入札させ

ているが、落札に来ない」と、高橋さんも

今野さんと同じことをいった。業者が不足

しているだけでなく入札価格にも問題があ

るようだ。「このままだと船に乗り降りも

できないし、なんせ潮の高い時には船がオ

カに上がってしまう」という。これでは安

心して浜に船は係留しておけない。「（この

ままでは）商売にならないから自分たちだ

けで岸壁の一部をかさ上げした」といって

浜を案内してくれた。

家業を継ぐ後継者の存在

１．５m位かさ上げした長さ約１０m位の仮

の岸壁に、日焼けした顔で中里孝一さんが

沖から戻ってきていた。中里さんもこの地

区の運営委員の一人。中里さんは地区と漁

業の再生にいち早く取り組み、仲間を募り

「ホタテ協業部会」を立ち上げたが、前述

した放射能問題の発生で養殖事業は一時見

合わせている。

中里さんは船も養殖施設も全滅、高台に

位置する自宅の損傷は免れたが、船越地区

全体は、取り囲む山の崩落の危険性がある

ことから避難区域に指定され住み続けるこ

とは不可能となっている。それでも何とか

補助を受けながら自力で船を購入し、各地

からの支援で寄贈された数隻の船を共同で

使用しながら漁業を再開している。

激甚災害に指定された結果、陸上施設の

左から、浜で頼りにされている高橋さんと中里さん
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再建には国や自治体から９割の補助がある

そうだが養殖施設の補助は六分の一との事。

自宅や船や養殖設備や漁業施設の再建もあ

り困難は山積している。

「ボツボツやるしかないが、肝心の岸壁

の復旧は皆目見当つかない」と中里さん。

「とにかく人に戻ってきてもらいたい。年

寄りは皆ノウハウを持っている。技術の伝

承がなければ浜は廃れるだけ」と漁業再建

にかけたプロは本音で話す。

中里さんには三人の息子さんがいる。海

外巻き網船に乗っている２２歳の長男さんが、

「夏に帰ってきてから家業を手伝ってくれ

ることになった」と嬉しさを隠さない。

高橋さんの案内で荒の浜にも行ってみた。

荒浜は砂地で優良な海水浴場でもあり、か

つて夏には子供たちの喚声が聞こえていた

浜である。従ってここの浜には船をつける

岸壁も小さく、漁業施設も他の浜に比べて

少ない。子供たちの、再生への願いと支援

に感謝する寄せ書きが記されている防潮堤

は、至る所に亀裂が入っていて巨大な墓石

のようだ。

海岸沿いは広大な平地が続き荒涼として

いた。高台にある住宅が無事に残って明り

が見えているのが、壊滅した船越地区と決

定的に異なる。

水産王国・女川再生と復興のシ
ンボル
カタール・フレンド資金で

大型冷凍冷蔵施設の完成
女川魚市場買受人協同組合

理事長 高橋孝信さん

雄勝町の小さな漁港から南下すると三方

を石巻市に囲まれた女川町に入る。平成の

大合併で、雄勝町など近隣の町村は石巻市

と合併していったが女川町は従来通り。

ここは南三陸金華山国定公園地域に指定

されていて、リアス式海岸は天然の良港を

形成し近隣の他地区と同じくカキ、ホタテ、

ギンザケなどの養殖漁業が盛んで、金華山

沖漁場が近いこともあって暖流・寒流の豊

富な魚種が数多く水揚げされる事で有名。

また突端に牡鹿半島があり、さらに沖合に

は有名な金華山（灯台）がある。外航船の

船長や航海士にとって金華山は、太平洋に

乗り出す最後の変針点が金華山だった。

同町は湾を囲むように町が形成されてい

て高台が少ないことから、二年前の大津波

によって約一万人いた町民のうち８００人余

が犠牲となり、約６５００棟あった家屋やビル

などの建物の七割以上が失われた。

水産関連事業も海岸近くに隣接していた

ことから、殆どの施設が全壊。漁獲物の生

鮮保持と貯蔵に欠かせない貯蔵施設の８割

が壊滅した。

女川魚市場買受人協同組合は、水揚げさ

れた漁獲物を買い付ける業者の協同組合で、

親睦団体機能と同時に製氷事業も展開して

残った船を手入れする高橋さん
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いた。髙橋孝信理事長は「女川の水産の再

生には、皆で共有する大型冷凍冷蔵施設の

整備が急務」と行政や議会、その他の地元

漁業者と協議を重ねてきた。そして震災後

３ヶ月ほどしてから、魚市場から大型定置

網漁を再開したい

旨の連絡があり協

力してもらえない

かと打診があった。

髙橋さんは「氷

は魚の生命線、氷

なくして水産女川

の再生はない」と

の認識から獅子奮迅の活動が始まる。ちょ

うどその頃、元外交官で（株）岡本アソシエ

イツ代表取締役の岡本行夫さんが来女して

いて町役場で懇談する機会があった。岡本

さんは高橋さんに「今、一番困っているの

は何か、切実な支援内容を知りたい」と申

し出てくれた。髙橋さんは、女川町の成り

立ちを説明、漁業が経済活動の中心で生き

てきたこと、従って町再生のキーワードと

方向性はやはり漁業の再開でしかないこと

を話し「大型定置網漁を再開し、再び日本

有数のサンマの水揚げ基地として復活させ

るため、大型冷凍冷蔵施設がどうしても必

要である」こと、しかしそれには時間がか

かるので冷凍コンテナを代替したい事など

を伝えた。

大手外航船社や企業からの果敢な協力

岡本さんは外航船社の大手・日本郵船

（株）の役員も兼務していることから即座に

検討することを約束してくれた。同社から

は日をおかずして担当課長が来女、当初１０

個の冷凍コンテナが届けられた。何とか大

型定置網漁に間に合ってほっとする間はな

い。旧工場を修理して復旧使用するには一

億円の資金が必要で、女川町の復興プラン

も確定できない中で同一跡地に復旧させる

か、新たな敷地で再建させるか、町役場や

関係者と連日の折衝を続けた。

その間にも、日本郵船（株）始め三菱グ

ループや大成建設（株）、NTTグループな

どの大手企業や全国各地の個人・団体から

続々と支援が続き水産業に欠かせないフ

ォークリフト、自動車、ベルトコンベアか

らスカイタンク（漁獲物を入れる大型の

箱）などが届けられた。

そして何よりうれしかったのは「被災し

た町民が自分のこと以上に心配して応援し

てくれた」ことであった。「それだけこの

町の経済は、水産業に大きく依存している

ということです」と髙橋さんは率直に話す。

カタール・フレンド基金の登場

町当局とともに中央省庁との折衝で何度

も上京し、ある一定の方向性が見えてきた

矢先に日本財団を通してカタール・フレン

ド基金からの援助の話が浮上した。

中東に位置するカタール国は、１９７２年に

わが国と外交関係を締結して以来、液化天

然ガスの輸入相手国として有名。同国は

２０１２年に日本との間で外交・通商関係が締

結されてから４０年目にあたるのを期に「東

日本大地震被災地の復興活動支援を通じて

被災された方々の自立に向けた夢と希望を

はぐくむ」ことを目的にカタールフレンド

基金が設立させた。このカタールフレンド

基金の設立趣旨と目的（子供たちの教育、

髙橋孝信さん
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健康、水産業の三分野が対象）が、女川町

や髙橋理事長などの意向とマッチし、日本

財団の提案と仲介で同基金から２０億円の資

金提供がされることとなった。

高橋さんは「当初、カタール政府の支援

を受けられるとは夢のような話で、本当に

ありがたかった。カタール政府に提案し橋

渡し役をしてくれた日本財団、用地を買い

上げ無償提供してくれた町にも心から感謝

している」と今でもあの時の経緯を興奮気

味に思い出す。資金提供と町から提供され

た土地は確保できたが、建設業者は手持ち

工事で手いっぱい。

何とかサンマの水揚げまで間に合わせる

べく、髙橋さん達は奔走する。そして町長

と高橋さんらは関係方面へのあいさつと日

本財団にお礼を述べに上京した際、岡本さ

んにも訪問し経緯を説明した。建設業者は

入札の結果、最終的に大手ゼネコンの大成

建設（株）に決定、話はとんとん拍子に進む。

岡本さんの口ぞえもあって大成建設（株）は

社運をかけてプロジェクトチームを立ち上

げ、大型冷凍冷蔵施設の建設に最大限の協

力体制を構築、設計・施工を請け負って予

定期日通りの完成期日にこぎつけた。

水産王国・女川再生と復興のシンボル

祈願の大型冷凍冷蔵施設は２０１２年１０月に

完成、１０月１５日にはアルアティーヤ・カ

タール国行政監督庁長官はじめ関係者の列

席の下で盛大な式典が挙行された。新しい

大型冷凍冷蔵施設は、カタール国王が

MASKAR（カタールの漁民が使用してい

る漁具の一種）と命名した。

完成した冷凍冷蔵施設「MASKAR」の

規模は、町が無償で提供しかさ上げされた

土地７７６０平米に建物面積３３５７平米、延床面

積６，９３２平米の鉄骨３階建て。１階部分は

津波を受け流す構造で防災機能も格段に向

上した。１階部分には日産５０トンの凍結

庫・事務所と仕分けスペース、２階には冷

却能力マイナス３０度の冷凍室４室、３階に

非常用飲食料などを備えた避難スペース、

機械室などを配置している。

荒れ果てた周囲の中に忽然と立っている

真新しい冷凍冷蔵施設は町の再生のシンボ

ルにふさわしく、遠くからもでも光って見

える。

被災地に今後ともどの様な支援が必要か、

最後に聞いた。髙橋さんは「とにかく女川

の魚を食べてほしい。それが一番の支援で

す」と、どこかで聞いた答えが返ってきた。

女川港と町全体は、決して着実に復旧・

復興しているといえる景観ではない。瓦礫

こそないが港と町の至る所が「あの日」の

被災の凄まじさの痕跡が生々しく残ってい

て、寂寥とした平地の中で工事車両の動き

と建設重機が目立つ。

カモメの群れが舞う岸壁近くで水揚げし

ている漁船から、採ってきたばかりの魚の

銀の鱗がまぶしく輝いていた。

大型冷凍冷蔵施設はMASKARと名付けられ、女川の復興のシ
ンボルとして港で目立つ。
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２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災

では、関東地方においても１４時４６分と１５時

１５分に連続して発生した大地震により最大

震度６強、最大５．７mの津波に襲われ多く

の港湾施設が被災した。特に２回目である

１５時１５分の地震は茨城県沖を震源とした地

震であったため、茨城県の被害が大きくな

ったと考えられている。

関東地方において特に被害が大きかった

茨城県では、公共港湾施設の被害総額が５００

億円以上に上った。

本稿では、鹿島港と茨城港（常陸那珂港

区および日立港区）の港湾施設の被害状況

と復旧状況、そして関東地方整備局が復旧

工事を行った中から代表的な工事について

報告する。

鹿島港

鹿島港の概要
鹿島港は、鹿島臨海工業地帯を支える港

湾として、日本の穀物供給基地として、ま

た県南地域や首都圏の一部を背後圏とする

流通港として位置づけられた重要港湾であ

る。

鹿島港の被災および復旧状況
鹿島港では、地震による岸壁の損壊、津

波による航路への土砂堆積ならびに船

舶・自動車・コンテナなどの水没によ

り、被災直後は全ての港湾施設の使用

が不可能となった。

港湾の物流機能回復は、緊急物資輸

送のために最優先で取り組まなければ

ならないことから、被災４日目から啓

開作業（船が安全に通れるよう障害物

を取り除く作業）に着手し航路の復旧

を進めた。

その結果、被災から一週間後の３月

１８日には被害が軽微であった北公共ふ

頭のC岸壁を－６mの暫定水深で使

用を開始した。その後も順次、啓開作

業と岸壁の復旧工事により使用制限を

解除し、平成２４年１１月２日時点では表

－１に示すとおり、一部暫定水深では

東日本大震災における鹿島港・茨城港の復旧状況
国土交通省関東地方整備局 港湾空港部 港湾整備・補償課

震源地及び震度分布

34 海と安全 ２０１３・春号



-A -B 

-E -F 

-G
 

-H
 

(-10)370m

(-7.5)260m

(-1
0)

37
0m

←

あるものの全ての公共港湾施設

の使用が可能となっている。

国有港湾施設の
主な復旧工事
鹿島港において特に被害が大

きかった国有港湾施設は、南公

共ふ頭のA、B、C岸壁であり

主な被害は岸壁背後の陥没であ

った。

被災メカニズムは、水平地震

動によりケーソン（岸壁本体で

あるコンクリートの箱）が海側

に傾斜すると共に背後地盤の液

状化により舗装版が破壊され、

噴砂や津波により背後の砂が流

出し陥没したものと推測される。

復旧方法は、ケーソンの前傾

に対し高比重コンクリート（通

常より重いコンクリート）で背

後を押さえると共に、陥没した

背後地盤を軽量盛り土材により

埋め戻すことにより背後土圧を

軽減し安定させた。

また岸壁法線（船が接岸する

ラインのこと）を直線とするた

表－１ 鹿島港利用可能岸壁

鹿島港の主な国有港湾施設被災箇所

鹿島港 A岸壁被災状況 鹿島港 A岸壁復興状況
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め防舷材（接岸用のクッション）の台座の

厚さを調整するなどの工事を行った。

鹿島港における復旧工事はこの他にも、

大量の土砂を浚渫（海底面を掘り水深を深

くすること）する工事を行った。土砂は津

波により港外から運ばれ、港内に薄く広範

囲に堆積したもので、航路の規定水深を確

保するため平成２３年５月から平成２４年１２月

までの長期間を要して復旧した。

茨城港（常陸那珂港区）

常陸那珂港区の概要
常陸那珂港区は、混雑の激しい東京湾へ

の貨物の一極集中を見直し首都圏の新しい

物流ルートを開くため、重要港湾として計

画され順次整備を進めている。

現在では、整備中の北関東自動車道と直

結した新たな国際物流の港湾拠点として期

待されている。また東京湾諸港が首都直下

型地震などで被災を受けた場合の代替機能

を担う役割としても、位置づけられている。

常陸那珂港区の被災および復旧状況
常陸那珂港区では、地震による岸壁本体

の変位、背後地盤の液状化や体積圧縮によ

る陥没などにより、被災直後は全ての港湾

施設の使用が不可能となった。

しかし本港区の中央ふ頭には耐震強化岸

壁として茨城県が整備したA岸

壁があり、ほとんど無傷であった

ことから、被災から４日後には使

用を開始し、緊急物資輸送の重要

な拠点としての役割を果たした。

物流の主力である北ふ頭は、被

災した岸壁の応急復旧を行い、３

月２２日にC岸壁、４月１日には

B岸壁の暫定使用を開始した。そ

の後も順次岸壁の復旧工事を行い、

復旧方法

常陸那珂港区 国有港湾施設被災箇所
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表－２ 常陸那珂港区利用可能岸壁

常陸那珂港区 B岸壁被災状況

被災メカニズム

復旧方法 常陸那珂港区 B岸壁復旧状況
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平成２４年１１月２日時点では表－２に示すと

おり一部暫定水深ではあるものの全ての公

共港湾施設の使用が可能となっている。

国有港湾施設の主な復旧工事
常陸那珂港区において特に被害の大きか

った国有港湾施設は、北公共ふ頭A岸壁

（－１４m）、B岸壁（－１２m）、C岸壁（－

１０m）であり、主な被害は岸壁背後の陥没、

ケーソンの変位やクレーン基礎の蛇行であ

った。

被災メカニズムは、水平地震動により

ケーソンが海側に変位すると共に、背後地

盤が体積圧縮し陥没したと推測される。ま

たそれらの挙動に伴いガントリークレーン

基礎が蛇行したと推測される。

復旧方法は、ケーソンはそのまま残し上

部コンクリートの打ち替えによる調整や、

岸壁法線を直線とするため防舷材の台座の

厚さを調整するなどの工事を行った。また

蛇行したガントリークレーン基礎上部は撤

去し、基礎杭を増設の上再度設置するなど

の工事を行った。

茨城港（日立港区）

日立港区の概要
日立港区は、首都圏の食生活を支える国

内輸送拠点として、北海道の新鮮な生乳や

農産物を供給する基地となっている。また

メルセデス・ベンツなどの海外自動車メー

カーの輸入基地や国内自動車メーカーの北

米向け輸出、北関東への燃料を供給する基

地として位置づけられている。

日立港区の被災および復旧状況
日立港区では、地震による岸壁、護岸の

損壊、液状化現象による岸壁背後の陥没、

津波による港内への大量の土砂堆積などの

被害が発生し、被災直後は全ての港湾施設

の使用が不可能となった。

啓開作業は、比較的被害が少ない第２ふ

頭地区B岸壁から開始し、被災９日目に

は同岸壁の暫定使用を開始した。その後も

順次岸壁の復旧工事を行い、平成２４年１１月

２日時点では表－３に示すとおり、一部暫

定水深ではあるものの全ての公共港湾施設

の使用が可能となっている。

国有港湾施設の主な復旧工事
日立港区において、関東地方整備局が復

旧工事を行った国有港湾施設は、第５ふ頭

B岸壁（－１０m）、C岸壁（－

１０m）であり、主な被害は岸

壁背後の沈下、ケーソンの変

位やそれらに伴う舗装版の損

壊であった。

被災メカニズムは、地震動

によりケーソンが海側に傾斜

すると共に液状化現象により、

背後地盤が沈下した結果舗装

版が割れたものと推測される。

復旧方法は、ケーソンの前日立港区 国有港湾施設被災箇所
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H.W.L +1.5m

L.W.L +0.0m

50 /

50 200 /

20.00

-10.1m

-6.1m

1:100

γ 1.1t/m3 

2.6

+0.5

-7.5m

γ=2.8t/m3

+3.0m

傾に対して高比重コンク

リートで背後を押さえると

共に、陥没した背後地盤を

軽量盛り、土材により埋め

戻すことによって背後土圧

を軽減し安定させた。

また岸壁上部の高さが６０

cm程度沈下したことから、

上部コンクリートを元の高

さまで復旧した。岸壁上の

舗装版も一度撤去し、コン

クリートにより舗装の復旧

を行った。

おわりに

東日本大震災で被災した

鹿島港と茨城港については、

平成２３年８月に国土交通省

と茨城県土木部により策定

した「復旧・復興方針」に基づき、鋭意復

旧に取り組んでいる。

この復旧方針では、港湾施設は原型復旧

を原則としながらも防災機能・減災機能を

強化するためハード対策とソフト対策をお

こない、津波に対する情報伝達機器の整備

や避難に関する訓練など、港の利用者がよ

り安全に活動できるよう復興を進めて行く

こととしている。

また鹿島港や茨城港の常陸那珂港区では、

大型の耐震強化岸壁を国土交通省の直轄事

業として整備しており、近い将来発生する

と想定されている首都直下型地震の発生時

においても、重要な役割を果たすものと期

待されている。

日立港区B岸壁被災状況

復旧方法

日立港区 B岸壁復旧状況

表―３ 日立港区利用可能岸壁
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東北港湾の被災状況

平成２３年３月１１日に発生した東北地方太

平洋沖地震による大地震と巨大津波は、東

北地方太平洋沿岸の港湾に大きな被害をも

たらした。

特に想定を超える大津波による防波堤の

被害は大きく、復旧作業を急ピッチで行っ

ている。

防波堤は八戸港八太郎北防波堤、釜石港

湾口防波堤、大船渡港湾口防波堤、相馬港

沖防波堤の被害が甚大で、防波堤の本体で

あるケーソンの大部分が基礎マウンドから

転落した。

また岸壁についても、北部は津波による

被害、南部は地震による被害が顕著であり、

地震による岸壁法線のずれや津波による洗

掘などの岸壁本体の被災に加え、荷役機械

が被害を受けたことにより、震災直後の荷

役作業に大きな影響をもたらした。

復旧・復興作業の概要

東北地方太平洋沿岸の被災を受けた港湾

の復旧状況について、特に大きな被害を受

けた八戸港北防波堤、釜石港湾口防波堤、

大船渡港湾口防波堤、相馬港沖防波堤を中

心に述べる。

これらの防波堤は津波により大規模に堤

体の滑落が発生したことから、再度津波が

来襲した場合でも可能な限り倒壊しにくい

「粘り強い構造」となるよう、上部工のパ

ラペット化などの構造上の工夫を取り入れ

ている。いずれの現場も災害復旧事業や災

害廃棄物処理事業など、陸上も海上も現場

が輻輳しているが、限定された工期の中で

の事業完了をめざし努力している。

なお、平成２３・２４年度予算の直轄事業に

おける発注率（災害復旧予算）は２４年１２月

末現在で約７０％となっている。

（１）八戸港北防波堤
八戸港北防波堤は、本体となるケーソン

をむつ小川原港にあるケーソンヤードにお

いて２３年１１月から製作を開始し、１月現在

で先端部残り１７函の据付を残すのみとなっ

ている。

下に防波堤の被災状況を示す。

八戸港八太郎地区北防波堤被災状況

（２）釜石港湾口防波堤
釜石港湾口防波堤は大規模な被災を受け

たものの、北堤約１１０m、南堤約３００mの堤

体は残っており、堤体が滑落または傾斜し

た箇所の復旧作業を進めている。

巨大津波を想定した新たな港湾建設と
復旧・復興状況

国土交通省東北地方整備局 港湾空港部 港湾事業企画課
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南堤はケーソンの製作（９函）を２４・２５

年度の２カ年で行い、２４～２６年度で据付作

業を完成させる予定であり、現在、延長５０

ｍのハイブリッドケーソン４函の製作、破

損したケーソンの撤去を実施している。

北堤は約４年間でケーソン３７函を製作し、

２７年度までに工事を完了させる予定。

現在、破損したケーソンの撤去、ケーソ

ン製作、基礎捨石の投入、作業基地整備を

実施している。湾口防波堤の復旧費用は約

４９０億円を見込んでいる。下に防波堤の被

災状況を示す。

釜石港湾口防波堤被災状況

（３）大船渡港湾口防波堤
大船渡港湾口防波堤は元々、昭和３５年の

チリ地震津波を対象として整備されており、

今回の津波では防波堤のケーソンは全て基

礎マウンドから滑落した。

現在、野々田地区においてフローティン

グドック（ＦＤ）によりケーソンを製作中

で、２４年１１月に２函の進水が完了している。

湾口防波堤の復旧費用は約２００億円を見込

む。

（４）相馬港沖防波堤
相馬港沖防波堤についてはケーソンをＦ

Ｄおよび陸上において製作しているほか、

小名浜港においてもＦＤにてケーソンを製

作中であり、現在まで全９３函のうち、４８函

のケーソンが完成した。現在、被災したケー

ソンの撤去や再利用ケーソンの浮上、基礎

工事などを実施している。２４年１２月中旬か

ら大型フローティングクレーンにより陸上

製作ケーソン２４函の吊りおろしを行い、２４

年度中に２１函のケーソン据付を行う予定で

ある。下は、陸上において製作中のケーソ

ン製作の様子。

相馬港沖防波堤ケーソン製作の様子

災害に強い港湾への取り組み
（粘り強さへの取り組み）

東日本大震災以降、交通政策審議会港湾

分科会防災部会をはじめ、色々な場面で港

湾施設などのインフラに対し、災害に対す

る「粘り強さ」を求められるようになって

きている。従来、構造物については耐用年

数などを考慮した上で設定された設計条件

までは破壊を許容しないが、設計条件を超

える異常な自然現象については破壊しても

やむを得ない、という考え方で設計されて

きた。

一方、「粘り強い構造」については、設

計津波を超える規模の津波に対しても、施

設に付加的な対策を施すことで、大きな規

模の津波に対して変形は許容するが倒壊し
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にくい構造であり、施設の破壊形態につい

て十分な検討を行った上で構造上の弱点を

洗い出し、その弱点部分に構造上の工夫を

施すなど、検討する際に一工夫必要なもの

となっている。

また津波という現象はまれな現象であり、

映像に残っているものについても日本海中

部地震やスマトラ沖地震津波などのごく一

部に限られ、防波堤に作用する外力につい

ても今回の津波によって改めて判明したも

のもある。

特に津波が防波堤を越流する際に発生す

る洗掘現象が被災後の測量により判明した

ことから、災害復旧自体は元の断面を基本

としながらも、津波特有の現象である越流

による流れの作用などを考慮したものとし

ている。下に越流洗掘を再現した水理模型

実験の様子を示す。左側から津波が来襲し、

防波堤を乗り越えた水流が基礎マウンド付

近に落ちこむ様子が分かる。

この水理模型実験の結果から、防波堤の

上部工を矩形の断面にするよりもパラペッ

ト型や上部斜面形式にすることにより、水

流がより遠くに飛び、基礎マウンド（ケー

ソン下の捨石）の洗掘を免れる効果がある

ことが分かった。

災害復旧現場における工夫

以上の検討を進める一方、災害復旧の現

場では現在、急ピッチで復旧作業を行って

いる。

防波堤の堤体が滑落した八戸港や相馬港

においては、復旧にあたり港内の静穏度を

早期に確保する観点から、復旧作業の順序

を工夫している。具体的には、ケーソンが

滑落した箇所に被災した消波ブロックを一

部転用するなどして防波堤を応急的に復旧

した上で、元の位置にケーソンを据え直し、

その後消波ブロックを移設している。

このように東北地方太平洋沿岸の港の復

興にあたっては、第一線防波堤の復旧によ

って安全な港を築くことが不可欠であるこ

とから最優先の課題として取り組んでいる。

一方であまりにも大規模な災害であるた

め、復旧・復興に向けた取り組みが同時に

進行し、資材不足や人手不足、現場の輻輳

などの課題を抱えている。これらの課題に

ついては各自治体など災害復旧事業者間で

の調整会議などを行い、情報交換を行いな

がら事業を進めているほか、コンクリート

の供給が逼迫している宮古港においてはコ

ンクリートミキサー船を投入し、安定供給

に努めている。

さらには現地においてその処理が課題と

なっている震災がれきについて、八戸港や水理模型実験の様子（八戸港北防波堤）
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宮古港において津波堆積土砂やコンクリー

トガラをケーソンの中詰材に使用するなど、

がれき処分量の削減に向けた取り組みも行

っている。

災害廃棄物処理事業が進むに従い今後さ

らに発生するであろうこれらのガレキにつ

いても、港湾建設資材として活用していく

よう検討を行っている。

この一環として、震災がれきを港湾建設

資材として活用する技術について技術公募

を行い、１月７日に東北地方整備局港湾空

港関係のホームページにおいて活用可能な

技術を公表している。

今後も東北港湾の早期復旧・復興に向け、

引き続き検討を重ね、取り組みを行ってい

く予定である。

最新ダイビング用語事典
安全管理、活動の実例から医学、教育情報まで

日本水中科学協会編

本書はスクーバダイビングに関する約１，３００項目の用語を掲載している。その分野は、ダ
イビングの歴史から物理学・化学・生理学・医学、最新機器の解説や，安全管理、法規にま
で及ぶ。減圧症やBCDリブリーザー、水中における危険生物など、知っているようで知ら
ない事柄について詳しく解説している。
また巻末にはダイビングに関わる組織や団体まで掲載し、「いつ・どこで・どのような」

活動が行われているのかが分かる仕組みとなっている。
解説にあたっては２５０点以上の豊富な図版類を使用し、直観的に専門的な知識が得られる

ように配慮。ダイビングのあらゆる事象が取り上げられており、スポーツダイバーから学校
や研究機関、サイエンスダイバーなど、あらゆるニーズに応えるダイビング用語事典の決定
版といえるだろう。
編者の日本水中科学協会は、２０１０年に須賀次郎を中心に発足。あらゆる分野のダイビング

が「安全」に行われ、日本のダイビングが国際的に誇れる文化となることを目指している。
理事・会員には後藤道夫、白井常男、武田寿吉ら日本の水中活動のパイオニアたちが数多く
名を連ね、本書の執筆は１２０名にも及ぶ会員それぞれが専門分野について分担して行った。
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E―mail : order@seizando．co．jp
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東北地方を中心に甚大な被害を及ぼした

東日本大震災が発生してから、２年が経過

しました。

未だ仮設住宅や避難先で不自由な生活を

強いられている方々の１日も早い解消を祈

念するとともに、被災地の厳しい状況にお

いて復興に向けてご尽力されている方々に

敬意を表します。

本稿では、海上保安庁において取り組ん

でいる航路標識の震災被害からの復旧と今

後の災害対策について述べます。

東日本大震災による被害

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震

災において、海上保安庁が所管する航路標

識１５７基が被害を受けました。（図１）

航路標識の震災被害は北海道から高知県

まで広く発生し、被害基数は平成７年の阪

神・淡路大震災時の６倍でした。

岩手県・宮城県の被害が特に大きく、両

県合わせて１１４基の航路標識が被災し、所

在した航路標識数を母数とした被害の比率

は約６２％に至っています。

被害原因では、津波および広域停電によ

るものが目立ちました。

津波によって東北地方の各港湾・漁港に

おける防波堤灯台など５４基が倒壊または傾

斜したほか、宮城県内に設置されていた灯

浮標の全２３基が移動または流失する事態と

なりました。

また津波火災によって、宮城県気仙沼湾

の灯標１基・照射灯１基が類焼した特殊な

被害もありました。

さらには２週間以上にわたる広域停電に

よって、金華山ディファレンシャ

ルGPS局（宮城県石巻市）が欠

射に至りました。局舎には非常用

発動発電機を備えていましたが道

路の寸断や被災地での燃料不足に

よって、燃料の追加補給が実施で

きない状況でした。

復旧の進捗

東日本大震災では沿岸地域が広

域にわたって壊滅的な被害を受け

たため、被災した標識を一律的に

復旧させることは不可能でした。

航路標識の震災被害からの復旧と
今後の災害対策

海上保安庁交通部整備課航路標識災害対策官
はな の かずしげ

花野 一誠

図１ 海上保安庁が所管する航路標識の被害発生状況
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このため海上保安庁で

は所有の航空機を利用し

て被災地の概況を把握し、

優先的に復旧すべき標識

を特定するとともに、応

急復旧・仮復旧・本復旧

の３段階方式で復旧を進

めました。（図２および

表１）

応急復旧・仮復旧の段

階では全国規模での支援

体制を構築し、職員の派

遣および資機材の手配・

搬入を行った結果、被災

者支援物資の海上輸送路

の確保に遅延を発生させ

ることなく復旧を進める

ことができました。

一方震災から２年が経

過した現在、最終段階で

ある本復旧の進展は未だ

約６０％に留まっています。

その理由は港湾・漁港を

はじめとして沿岸地域が

壊滅的な被害を受けたこ

とです。

被災した港湾・漁港では復旧事業が継続

されていますが、防波堤の倒壊や広域的に

発生した地盤の沈下などの対処のために大

規模な改修を必要とする箇所も多く、急速

な復旧の進展を見込むことが今なお困難な

状況にあります。

こうした中、平成２４年１２月、岩手県の大

槌漁港に所在する大槌港灯台が復旧しまし

た。同漁港付近は、非常に大きい津波の被

害を受けた地域です。同漁港の機能は完全

に失われ同灯台は灯塔の上部が倒壊した状

態になっていました。

平成２４年９月から大槌漁港の沖合ではサ

ケの定置網漁が再開されており、大槌漁港

を出入港する船舶の重要な指標となる同灯

台の復旧が待ち望まれていました。

加えて、同灯台が所在している蓬莱島は、

NHK人形劇「ひょっこりひょうたん島」

図２ 東日本大震災で実施した段階的復旧

表１ 航路標識の被害・復旧基数の推移
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のモデルと言われており、地元に大変愛さ

れ親しまれてきた島であることから漁港・

地域の本格的な復興に先駆けて灯台の再建

が望まれていました。

再建した灯台は、地元・大槌町民からの

公募によるデザインで、灯台頂部の太陽を

イメージした形象物には『町の未来を明る

くしたい』との願いが、また、砂時計をシ

ルエットにした形状の灯塔には『時がたて

ば必ず復興できる』との願いが込められて

います。（写真３）

写真３ 再建した大槌港灯台（岩手県大槌町）

地元では同灯台の再建を復興の文字に当

てて『復光』と呼び、復興のシンボルとも

なっています。

今後の災害対策

災害対策の策定にあたって、経験に学ぶ

ことが重要です。このため海上保安庁では、

東日本大震災による航路標識の被害状況や

これまでに実施してきた災害対策、応急復

旧などの実施過程などの検証に取り組んで

きました。

大型灯台などの陸上標識では、阪神・淡

路大震災以降に推進してきた耐震補強や免

震機構の導入が効果を発揮し、マグニチ

ュード９．０の地震動からも大きな被害を免

れることができました。

また標識の保守作業の省力化や地球温暖

化対策への貢献などを目的に実施してきた

太陽光発電による自立型電源化が、広域・

長期停電対策に役立ちました。

今後の災害対策においては、震災の検証

において効果を確認できた耐震補強や自立

型電源化などを東海地震などの大規模地震

想定地域において緊急の対策として実施し

ていくこととしています。

しかしながら東日本大震災において、相

当に強固な施設であっても自然災害（特に

津波）には不十分であり、対応しきれない

ことが明らかになりました。

政府・中央防災会議は、平成２４年９月に

修正した防災基本計画において、災害時の

被害を最小化する「減災」の考え方を防災

の基本方針とし、ハード整備とソフト施策

を組み合わせた対策を執ることが必要であ

ると示しています。

海上保安庁では、この基本方針に従い

ハード整備とソフト施策によって発災直後

における船舶の安全および被災者支援物資

の海上輸送路を確保するための対策を進め

ることとしています。

航路標識のハード整備においては、防

災・減災の２つのレベルにて対策を推進し

ていくこととしています。

発生頻度の高い災害には、防災を目標と

して個々の標識毎に重大な機能障害が生じ

ないように備え、東日本大震災のような最

大クラスの災害には、減災を目標として迅

速な復旧体制の確保や重要施設の運用を継
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続するための対策を行

うなどです。

またソフト施策にお

いては、船舶交通の安

全確保のための情報提

供に重点を置いていま

す。東日本大震災の際

には、海上保安庁が運

用するMICS（沿岸域

情報提供システム）で

航路標識の仮設・運用

状況、航路などの啓開

状況、岸壁の供用状況、

海上障害物の浮遊状況

などを情報提供しまし

た。（図３）

現在、管区海上保安本部においてMICS

による緊急情報を提供するための体制を強

化しており、災害・海難事故などに関する

情報のレスポンスを高めていくこととして

います。

おわりに

東日本大震災では、被害の甚大さから、

『想定外』や『想定を超える』というよう

な表現が度々使用されてきました。

自然災害の被害想定は、いつ何時、どこ

で、どの程度の被害が発生するか、様々な

要素をもって予測しようとも確実とはなら

ず、不確実性の高いものです。

不確実性の高いものに対して、どのよう

に防護目標を立てるべきか、それは直ちに

最終的な回答を得られるものではありませ

ん。被害想定や対策を繰り返して見直すこ

とによって、組み立てられるものです。

したがって災害対策は緊急性を意識しな

がらも、継続的に長期的に取り組んでいく

べき課題だと考えます。

また、平成２４年１２月の中央自動車道笹子

トンネルの天井板崩落事故を契機として、

社会インフラの老朽化対策に国民の注目が

集まっています。

老朽化は、海上保安庁が所管する航路標

識においても懸念される事項です。すでに

全体の１割以上の航路標識が耐用年数に超

えており、今後１０年間にその割合が倍増す

る状況にあります。

施設の老朽化により、災害に対する脆弱

性が高まります。このため災害対策と施設

の老朽化対策を総合的・長期的に進めてい

くべきであると考えます。

当面の対応策としては、施設の劣化診断

を推進して補強整備を行い、災害対策とと

もに航路標識の施設保全の確実化を図って

いくこととしています。

図３ 東日本大震災時におけるMICSによる情報提供の一例（岩手県宮古港）

海と安全 ２０１３・春号 47



東日本大震災による
水産関係の被害状況

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震

災は、東北地方の太平洋岸を中心に非常に

多くの生命・財産を奪い、水産業において

も甚大な被害を与えた。

今回の地震・津波による水産関係施設の

被害額は、総額で約１兆２，６００億円となっ

ており、このほかに民間企業が所有する水

産加工施設、製氷施設、冷凍冷蔵施設など

についても約１，６００億円の被害が発生した。

主な被害 被害数 被害額

漁船 28,612隻 1,822億円

漁港施設 319漁港 8,230億円

養殖関係
（養殖施設）
（養殖物）

1,335億円
（738億円）
（597億円）

共同利用
施設

1,725施設 1,249億円

被害額合計：1兆2,637億円

水産関係被害（全国）

水産関係の施設別被害額では、漁港施設

の被害額が最も多く、約８，２００億円（被害

額全体の６５％）となっており、その他漁船

の約１，８００億円（同１４％）、養殖施設および

養殖物の約１，３００億円（同１１％）、共同利用

施設が約１，２００億円（同１０％）となってい

る。

都道府県別の水産関係被害額では、宮城

県の被害額が最も多く、約６，７００億円とな

っており、岩手県の約４，０００億円、福島県

の約８００億円と続き上位３県で、全国の水

産関係被害額の９割以上を占めている。

主な被害 被害数 被害額

漁船 26,173隻 1,559億円

漁港施設 260漁港 7,718億円

養殖関係
（養殖施設）
（養殖物）

1,090億円
（621億円）
（469億円）

共同利用
施設

1,308施設 1,110億円

被害額合計：1兆1,477億円

水産関係被害（岩手・宮城・福島）

また多くの漁船が津波により、陸上への

乗り上げ、沖合への流出、浸水による沈没

などの被害を受けた。発災時に操業のため

沖合に避難できた漁船についても、陸上施

設に保管していた漁具を流失するなどの被

害を受けた。

被害を受けた漁船は全国で約２万９，０００

隻におよび、アワビ・ウニや刺し網などの

磯漁が盛んな岩手県や宮城県では、小型漁

船が多いこともあり、被災漁船数は、これ

ら両県で約２万５，０００隻と全国の漁船被害

隻数の約９割を占めている。

また福島県の漁船被害も大きく、同県内

の漁船保険加入隻数の８割以上に当たる約

東日本大震災による水産への影響と今後の対応
水産庁地震対策チーム
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被災漁船数
被害報告額
（百万円）

北 海 道 793 8,723

青 森 県 620 11,378

岩 手 県 13,271 33,827

宮 城 県 12,029 116,048

福 島 県 873 6,022

茨 城 県 488 4,363

千 葉 県 405 851

東 京 都 3 －

新 潟 県 5 0.1

富 山 県 8 839

石 川 県 1 －

静 岡 県 14 5

愛 知 県 8 6

三 重 県 26 22

和歌山県 6 2

鳥 取 県 2 10

徳 島 県 10 5

高 知 県 25 14

大 分 県 2 65

宮 崎 県 20 29

鹿児島県 3 5

合計 28,612 182,214

※富山県および石川県の漁船は、被災地で係留・上架中に被災

９００隻が被災した。
東日本大震災からの
水産の復旧・復興の取組み

水産庁は平成２３年６月２８日、復興構想会

議の提言を踏まえ、水産の復興について国

や地方が講じる個々の具体的施策の指針と

なるよう、その全体的な方向性を示した「水

産復興マスタープラン」を策定した。

このマスタープランでは、水産復興に当

たっての基本理念を示すとともに、漁港、

漁場、漁船、養殖、水産加工・流通など水

産を構成する各分野の総合的・一体的な復

興を推進するといった復興の基本的な方針

を示している。

漁船の被災（宮城県気仙沼市）

水産復興マスタープランの概要

我が国水産における被災地域の重要性

○岩手県、宮城県、福島県では、ほぼ全域で壊滅的な被害。水

産関係の被害額は１兆円を超える状況。

○被災地の水産の早期復興は、地域経済や生活基盤の復興に直

結するだけでなく、国民に対する水産物の安定供給を確保す

るうえでも極めて重要。

復興に向けての基本的な考え方

【復興に当たっての基本理念】

①地元の意向を踏まえて復興を推進する

②被災地域における水産資源をフル活用する

③消費者への安全な水産物の安定的な供給を確保する

④漁期等に応じた適切な対応を行う

⑤単なる現状復旧にとどまらない新たな復興の姿を目指す

【復興の基本的方向】

（１） 沿岸漁業・地域

・漁業者による共同事業化等により、漁船・漁具等の生産基盤

の共同化・集約化を推進

・民間企業の資本等の導入に向けたマッチングの推進や、必要

な地域では地元漁業者が主体の法人が漁協に劣後しないで漁

業権を取得できる仕組み等の具体化

・周辺漁港との機能の集約・役割分担等の検討を行い、復旧・

復興事業の必要性の高い漁港から着手

（２） 沖合遠洋漁業・水産基地

・漁船・船団の近代化・合理化による漁業の構造改革、漁業生

産と一体的な流通加工業の効率化・高度化

・沖合・遠洋漁業の基盤となる拠点漁港については、緊急的に

復旧・復興事業を実施するとともに、さらなる流通機能・防

災機能の高度化等を推進

漁船の被害
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震災からの復旧・復興に向けて、震災直

後から始まった各地の水産関係者の絶え間

ない努力と実務の積み重ね、全国各地の

様々な方々の多大なる支援によって、成し

遂げられた各種水産関連施設などの復旧・

復興の状況は下表のとおり。

項目 進捗状況

水揚げ
岩手・宮城・福島各
県の主要な魚市場の
水揚げ

被災前と比較して、水
揚量が60％、水揚金額
が62％まで回復（10月
～12月）

漁港
陸揚げ岸壁の機能回
復

35％の漁港で全延長の
陸揚げ機能が回復

漁船
（約２万９千隻の漁
船が被災）

平成24年12月末現在、
14,533隻が復旧

養殖 養殖ワカメの生産量
被災前と比較して、岩
手県で75％、宮城県で
85％まで回復

加工流通 産地市場の業務再開
岩手県及び宮城県の産
地市場は、22施設全て
が再開

がれき 漁場のがれき撤去
定置漁場の96％、養殖
漁場の90％でがれき撤
去完了

水産の復旧・復興状況

水揚げにおいて岩手県や宮城県では、震

災以前の水準にはまだ届かないものの、漁

船や定置網などの生産手段の復旧に伴い、

一歩ずつ回復を見せている。

一方、原発事故の影響により操業自粛が

続く福島県の水揚げは、回復が大きく遅れ

ている。

漁港については、応急的なガレキの撤去

が完了し、ほぼ全ての漁港において部分的

なものも含め水揚げが可能になっている。

今後、拠点となる漁港施設は平成２５年度

末まで、その他の漁港は平成２７年度末まで

の復旧を目指している。

漁船については、小型の漁船を中心に復

旧が進んでおり、平成２５年度末までに１万

２，０００隻の復旧という当初の目標をすでに

前倒しで達成し、今後は、建造に時間を要

する大型の漁船の復旧を小型の漁船の復旧

とともに着実に推進していくこととしてい

る。

養殖業については、漁家経営の早急な復

旧を図るため、単年で収入を得ることので

きるワカメを中心に復旧が進み、現在は、

出荷まで複数年を必要とするホタテやカキ

などの復旧が進められている。

産地魚市場については、被災した岩手県

および宮城県の全ての市場が復旧した。ま

た、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）

の水産加工施設については、約７割の施設

が業務を再開しており、今後、復興交付金

などの各種事業による施設復旧などにより

さんま棒受網漁船（岩手県大船渡市）

製氷・貯氷施設（宮城県気仙沼市）
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復旧・復興をさらに進めていくこととして

いる。

平成２５年度予算政府案における
水産業の復旧・復興

平成２５年１月２９日に平成２５年度予算政府

案が閣議決定された。

この予算案において、東日本大震災復

旧・復興予算の水産関係部分として、漁

業・養殖業と水産加工・流通業が一体とな

った復興の支援や被災した拠点漁港などの

流通・防災機能の強化や地盤沈下対策など

を行うための２，１２１億円が計上されている。

非公共 　299億円

公　共 1,822億円

合計 2,121億円

東日本大震災復旧・復興予算の
水産関係部分

その他、漁港や漁村において、地震や津

波による災害の未然防止、被害の拡大防止、

被災時の応急対策を図る際に必要となる施

設整備の支援などの予算が本予算案に計上

されている。

水産業の復旧・復興に向けて

現在、多くの皆様のご支援も受けながら、

被災地は復旧・復興に向けて進んでいる。

この３月１１日で発災から２年が経過する

が、被災地の復旧・復興は道半ばであり、

これまで被災地の復旧・復興のためにつく

られた様々な制度や事業を活用し、被災地

の復旧・復興を加速させることが重要であ

る。

水産庁も、被災地の方々と力を合わせて

真の復興に向けて全力で取り組むこととし

ている。読者の皆様におかれても、２年前

の３月に東北地方の太平洋沿岸をあのよう

な未曾有の大災害が襲い、被災地が未だ復

旧・復興の途上にあること、福島第一原子

力発電所の事故により、未だ漁業の再開す

らできていない被災地があることを気に留

めておいていただき、被災地の復旧・復興

に向けた取組みに御理解と御協力をいただ

ければ幸いである。

また、このような未曾有の大災害が現実

に起こりうるものであるということを忘れ

ずにいただくとともに、いつか自分の身に

も降りかかるかもしれないという意識を持

って、普段からの備えをしておくことが大

切であると考えている。

女川漁港で新設された製氷工場
（２０１３．１．２４撮影）
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観測史上最大の日本海側地震

奥尻島は、北海道南西部の日本海上に浮

かぶ島。面積は１４２．９７km２で、島全体で奥

尻町をなす。島内の人口は２００９（平成２１）年

現在で３３１１人、１６５０世帯を要し、島の経済は

漁業を筆頭に、離島としては米作の北限と

して農業・酪農そして観光業も重要である。

１９９３（平成５）年７月１２日午後１０時１７分、

北海道南西沖を震源とする「北海道南西沖

地震」が発生した。震源の深さは３４km、

マグニチュード７．８、推定震度６は日本海

側の地震としては観測史上最大のものとな

った。この地震により４～２９mの津波が

島の各地に来襲、島南西部の青苗地区では

原因不明の火災も発生。これらにより１９８

人の命が犠牲となり、各地区で建物の倒壊

や地割れ、陥没、崖地の崩壊など随所で発

生、また奥尻地区の大崩壊は麓にあったホ

テルやレストラン、灯油備蓄タンクなどを

飲み込み大惨事にいたった。

とりわけ青苗地区は標高２～８mの平

地と標高３０mほどの高台で構成されてい

たため、青苗漁港を中心に人家が密集し漁

協や農協、診療所、郵便局、学校をはじめ

とする公共施設や宿泊施設、飲食店などが

数多くあった。しかし船舶火災と建物火災

が翌朝まで広範囲にわたり延焼し続けた結

果、津波と火災により青苗地区は一夜にし

て壊滅状態となった。

心を折れさせない取り組みと
万全の住民対策

地震と津波、火災で家を失った人たちは

各学校や集会所で避難生活を余儀なくされ、

また被災者の一時的な住宅確保のため仮設

住宅が早期に設置されたのはいうまでもな

い。

壊滅的な被害を受けた青苗地区、松江地

区、稲穂地区では漁業集落環境整備事業な

どにより新しいまちづくりが進められ、居

住地の移転や盛り土をして区画整備を進め

新たな集落が作られていった。

奥尻空港近くに位置する新しく甦った青

苗地区を、町役場総務課長の竹田彰さんと

水産農林課長の鴈原哲夫さんの両名に案内

してもらった。海に面したかつての住宅地

は広々とした公園に生まれ変わり、大災害

の記憶を風化させない目的で奥尻島津波館

が建てられていた。竹田さんは生まれも育

ちも奥尻の方で、自宅も火災で全壊したが、

壊滅からの復旧・復興の先行例

～５年後に完全復興宣言した奥尻の現状～

左から竹田さんと鴈原さん

ルポ
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復旧・復興の先頭に立って奮闘した。「被

災者は生活の基盤が根底から無くなったの

ですから、気落ちして生活力も気力も失っ

てしまいます。それだけに心を折れさせな

い取り組みを行いました。特に生業を早く

復旧させる事が大事でした」と語る。

全国からの支援と義捐金、ボランティア

の応援などを得て、とりわけ役場の復興対

策として防潮堤や津波水門の建設、住宅・

商業地域などの人口地盤の整備、避難路の

新設など津波に対する防災対策も合わせて

取り組んだ。

６mも盛り土されて
新しく甦った住宅・商店街

具体的には、防潮堤は集落ごとに当時の

津波の高さから推定し、その高さと同じ高

さとし、また地震発生後、いち早く高台に

避難できるように青苗漁港には人工地盤を

整備。各地区にも避難通路を確保した。

甦った青苗漁港と周辺は、津波対策とし

て６mにかさ上げされた新しい地盤に建

設された街と、津波の襲来に備えた漁業施

設が立っていた。岸壁から街には「望海橋」

と名付けられた人工地盤を整備し、万が一

に備える。北側には高さ１１．７mにおよぶ

巨大な防潮堤が聳え鎮座していた。

竹田さんは「防潮堤はあくまで津波対策

のものですから、集落に海水が浸水しない

よう整備しております」と解説してくれた。

そして地元漁師の共同作業場も案内して

くれた。漁港から離れたところに新しく分

譲した土地に漁師たちは住んでいる。漁師

たちにとっては漁を終え陸に上がっても、

網の手入れや漁具の手入れは欠かせない。

そこで従来から「漁師は、自宅の周りで

漁具を一杯ひろげて仕事をしていました。

共同作業場は、漁港のすぐ傍に作り、いざ

という時は「望海橋」を通ってすぐに避難

できます。当初漁師たちは、自宅から離れ

た共同作業場で仕事をすることに抵抗あり

ましたが、今では冗談をいい合いながら楽

しく仕事をやっているようです」という。

高さ１１．７mにおよぶ巨大な防潮堤

早急な住宅基盤の再建と生活・経済基盤

を確立する事によって「漁師たちにもやる

気が出てきたようです」と竹田さんは続け

る。

地域住民と侃侃諤々の話し合い

新たな住まいとなる高台に新設された分

譲地やその配分については、地域住民との

協議が何度も行なわれ、侃侃諤々の話し合

いが続いた。竹田さんは当時を振り返り「こ

うした問題は多数決で決められるものでも

ないので、最終的には行政側のリーダーシ

ップ、それも住民にとって一番納得できる

方向性を示すことが大事です」と語る。

国や北海道の支援を受けながら各種の事

業を進め、青苗地区、初松前地区、稲穂地

区などは余りにも被害が甚大なことや、そ

の他の地域もほぼ全島内で被害を被った事、
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単なる復旧にとどまらず復興に向けた事業

計画を作成する必要から、震災から５年を

目途とした「奥尻町災害復興計画」を策定

した。

内容は生活再建、防災まちづくり、地域

振興の３項目を掲げ、各項目にはさらに事

細かな対策が挙げられた。前例のない大プ

ロジェクトは、行政と地域住民たちが一体

となった運動が支えた。

異例の早さで
５年後に完全復興宣言

震災当時は誰もが悲観し、前途に希望を

持てず、元のように生活ができるのか、更

には復興できるのだろうかという思いもあ

った。しかし奥尻町長は、平成１０年３月に

「完全復興宣言」をした。

「望海橋」から見る青苗地区の漁船岸壁

前日降った雪に囲まれた役場を訪れると、

新村卓実町長が気さくに質問に応じてくれ

た。「国や北海道をはじめ全国から多大な

支援・協力を頂き、現在では震災前の生活

を取り戻しております」と開口一番。

続けて「この復興支援へ感謝の気持ちと、

災害の記憶と教訓を全国の皆さまや後世に

伝えていくことが今後の私たちの使命と考

えています」という。

復興にあたってのコンセプトを聞くと

「どこの地方もそ

うですが、過疎化

の進行は避けられ

ない。しかし震災

を機にその動きを

加速させてはいけ

ないと思い『地域

に残って生活す

る』ことを掲げて

取り組んできました」との回答。

行政も議会も、生活基盤である水産業だ

けでなく商工業や農業にも力をいれ、行政

側の「復興対策特別委員会」と住民で作っ

た「街づくりを考える会」を作って、納得

するまで議論したそうである。

「町の年間予算は約５０億です。とても足

りません。１９６億円の義捐金がなければで

きませんでした。それと町独自の起債や借

金も含め町始まって以来のプロジェクトで

すから大変でした」

地震のあった１０年前に、秋田県沖で発生

した日本海中部地震もあった事から住民の

危機意識は十分にあった事も幸いした。

「職・住分離」方式による作業場と住宅の

分離は、竹田さんが説明してくれた。

かつて住宅地があった海岸沿いは、町が

買い上げて公園とし、高台や土もりして造

成した宅地や商業地などの「まちづくり」

についても、役場職員が仮設住宅を一軒一

軒訪問して事情を説明した。

その他住宅建設、商業店舗、コミュニテ

ィーの建設や漁業者たちへの支援、さらに

はインフラ整備に関わる取り組みなど広範

多岐にわたって話をしてくれた。それらの

対策の何れもが「地域に残って生活する」

新村卓実奥尻町町長
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ことをベースとして行わ

れた。

そして「避難にあった

方は、最後に頼るのは行

政です。それにどう応え

るのか」そうした地道な

積み重ねの連続が５年目

で復興宣言となったよう

である。

復興後の取り組み

復興後の取り組みにつ

いても聞いてみた。

「津波から復興した奥尻島が伝える心の

島ちから、私たちは全国からの多大な支援

への感謝と、島の教訓を後世に残すために、

２００５（平成１７）年より取り組んでいる防災

教育の経験を活かして、地震・津波防災へ

の関心が高まっている全国に向けて、奥尻

島防災教育プログラムを推進して取り組み、

支援をいただいた皆さまに対するお礼と考

えています」と話す。

そして「被災した島からの取り組みが、

東日本大震災から復興に向かって頑張って

いる東北地方の皆さまへの復興の未来像、

そして次世代を担う子供たちの未来へと活

かしていきたい」と続けていう。

具体的には、①北海道南西沖地震からの

復興・防災対策を活用した教育旅行の受入

れを実施。②復興した島の環境・施設・人

が一体となり地震・津波から命を守る防災

教育プログラム推進「防災ロールプレイ」

「防災フットパス」「島の語り部」「炊き出

し体験」などの実施。③「奥尻島歓迎キャ

ンペーン事業」の活用（長さ６ｍ以上で宿

泊目的のバスの奥尻島乗り入れの復路航送

料金への助成措置）と企画・視察などのバ

ックアップ体制の推進などを挙げてくれた。

こうした事から２０１１年３月に発生した東

日本大震災以降、同年で１０００人以上、翌２０１２

年の４月から１２月までで約８５０人が復興状

況を参考にすべく視察に訪れているという。

地震に急襲、津波に翻弄、
火災で全滅した傷跡は見えず

地震に急襲され、津波に翻弄され、火災

で全滅した青苗地区の周辺を再び歩いた。

岸壁の周りは、仮に津波が押し寄せても

「望海橋」を渡ってかさ上げされた町中に

避難できるようになっていて、さらなる避

難用に避難通路も高台に通じている。

前日からの低気圧の発達で横殴りの雪で

視界は良くないが、町中に建っている住

宅・商店や公共施設はどれも新設で明るく

清潔感がある。背後には巨大な防潮堤が、

海岸にそって続き、この島と住民を守るべ

く屹立していた。

（巻末カラーグラビアに続く）

青苗地区のまちづくり図
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あらすじ

これは事実に基づいて作られた映画（ウ

ォルフガング・ペーターゼン監督・WARNER

BROS．配給，２０００年）で、アメリカ・マサ

チューセッツ州ボストン近郊のグロスター

を母港として活動しているメカジキはえ縄

漁船「アンドレア・ゲイル」号（１９７８年建

造、全長：７２ft（２２m）、幅：２０ft（６m）、３６５

HP、船速：１２kt）の物語である。

ここのところ不漁続きの船長は次の航海

では何としても大きな成果を上げたいと思

う。乗組員もそれぞれの思いを胸にいだき、

将来の人生設計を思い描くのである。今度

の航海では１人が交代してビリー・タイン

船長以下、計６人の構成である。１９９１年９

月２３日グロスターを出港した。

沿海船のアンドレア・ゲイルは通例ニ

ューファンドランド島南のグランドバンク

スを漁場としているが、今度は多くの漁獲

が期待できる近海のフレミッシュ・キャッ

プ沖合まで乗り出すことになった。案の定、

そこでは久々の大漁で喜びに沸くことにな

る。ところが折も折り製氷機が故障して直

る見込みがない。また悪天候接近の情報が

入ってきたことも相まって１０月２４日に帰港

することになった。

それから４日間、２８日まではそう恐れた

天気の崩れもなく暫時西に進んでいく。２９

日も朝は穏やかで晴れていた。正午を過ぎ

て天候悪化の兆しが感じられたが、まだそ

れほどのことはなかった。ところが日没後、

映画 「ザ・パーフェクト・ストーム」
より学ぶ気象と海難

海技大学校名誉教授 福地 章

図１ アンドレア・ゲイルと温帯低気圧の経路
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天気は急変するのである。

「アンドレア・ゲイル」を襲う風波は激

しくなる一方で、窓ガラスは破られ、チェー

ンが索具に絡み付き、そのたびに悪戦苦闘

する乗組員達。へとへとになりながらもな

んとか危機を乗り越えたと思われたとき、

フリークな大波が「アンドレア・ゲイル」

を呑みこんでしまう。

転覆して船底を上にした「アンドレア・

ゲイル」。船橋には船長のビリー・タイン

と新婚のボビーが、そして船室には４人の

乗組員がいる。大波を避けるためにロック

された通路のため、４人は逃げ場を失う。

船橋の二人も沈みゆく船のため、波が胸

に迫りやがて顏を覆いだす。船長が「済ま

なかったな～」と一言。やがて水没した船

橋で船長はボビーに水面に出ろと促す。そ

れを見送る船長。水面に上がったボビーが

大波で荒れる大海にポツンと浮かんで漂う。

そして教会での合同葬のシーン。結局全員

が殉職したのである。

因みにこの当時の北大西洋におけるメカ

ジキの総漁獲量は１９７８年で４，５００万ポンド

（２０，２５０ｔ）、１９９１年には３，３００万ポンド

（１４，８５０ｔ）となっていて１３年間の間で

２５％の漁獲減となっている。

パーフェクト・ストーム

「完全な嵐」とはどういうことか。巨大

ハリケーンが南方で発生し、その行く手に

爆弾低気圧と寒冷高気圧が待ち構えて、気

象学上例を見ない３つの嵐が北大西洋上で

激突して、伝説となる１００年に一度の大嵐

「パーフェクト・ストーム」が発生したの

である。この前代未聞の怪物に、クルー達

は無謀ともいえる戦いを挑む。これが映画

のストーリーである。

それではどういう天気状況だったか検証

してみよう。

ハリケーンGRACEは２５日に発生し２９

日に消滅した短命の熱帯低気圧で、中心気

圧９８０hPa、最大風速３０m/s でごく普通の

ハリケーンであった。そしてこのGRACE

が消滅する時、その北側に温帯低気圧が発

生したのである。この後、中心気圧は最低

９９０hPa で特に大発達したわけではないの

で爆弾低気圧ではなかった。

それではどうして大嵐になったのか。そ

れは北米大陸から南下する寒冷高気圧の存

在が大きい。この高気圧に伴う寒気が大き

く南下し、一方GRACEによって運ばれ

た暖気が北上してぶつかりあった。

この高気圧はこの時期では高い１０４２hPa

の中心気圧を持ち、低気圧との気圧差は５２

hPa にも達した。狭い範囲で気圧傾度が急

峻となり大嵐になったのである。

その後、この高気圧は低気圧の行く手を

阻むように低気圧の北に伸びだしたため、

図２ 比湿図（１０月２９日、１２Z）（×印：アンドレア・ゲイル）
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×

×

×

低気圧は頭を押さえられ同じ場所に停滞し

てウロウロしたため、嵐が長引くことにな

る。いわゆる迷走台風ならぬ、迷走低気圧

になったのである。

図２～図５は、アメリカのNCEP/NCAR

客観解析データから得られた図である。

図２は、７００hPa 面（上 空３０００m）に お

ける比湿図で、１kgの空気中における水

蒸気量を表す。水蒸気量０．５gの乾燥空気

が３０°Nより南に侵入し、一方多湿な空気

が北に上がって、「アンドレア・ゲイル」（×

印）のところ（４４°N）では６ｇもある。

もう一つの図３は、温度図（７００hPa 面）

で絶対温度で表している。２６１°は－１２℃、

この寒気が４０°Nの南まで下がり、北に位

置する「アンドレア・ゲイル」（×印）の

４４°Nでは反対に暖気が入って＋２℃とな

っているのがわかる。

こうして４５°N、６０°Wを中心に北東～南

西に伸びるラインが、水蒸気量の差と温度

差が最も大きいところであり寒気と暖気が

ぶつかりあったことがわかる。

こうしたデータを踏まえ、図４の２８日、

図５の２９日の天気図を見ると興味深い。

なおこのコンピューターによる客観解析

データでは前線位置の決定が困難なため描

かれていない。

２７日までの天気図は省略しているが、そ

れまで「アンドレア・ゲイル」はほぼ高気

圧内にいて天気には恵まれていた。

図４の天気図の「アンドレア・ゲイル」

（×印）の位置でもそれほどの風は吹いて

いないのがわかる。

しかしその西北西の方向に、混みだした

等圧線があるのが気にかかる。そして翌２９

日、図５の天気図から南下した高気圧とす

ぐ南に出来た温帯低気圧の間で等圧線が急

峻となり、そこにいた「アンドレア・ゲイ

図３ 温度図（１０月２９日、１２Z）（×印：アンドレア・ゲイル）

図４ 天気図（１０月２８日、１２Z）（×印：アンドレア・ゲイル）

図５ 天気図（１０月２９日、１２Z）（×印：アンドレア・ゲイル）
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ル」は暴風に巻き込まれたのである。

風と波の解析

この映画を授業の一環として毎年、海技

大学校の海外からの研修生に見せてきた。

心優しいスリランカの研修生、アヌー君は

船の遭難シーンで涙を流したものである。

終わった後、映画の感想文を書かせ、デー

タを与えて地衡風から海上の風速を求める

ことと、SMB表を使って波の高さを求め

るのである。

（注：Sverdrup―Munk & Bredschneider）

模範解答を示すと表１となる。

表１からわかるように、２８日まで風速は

１０m/s 以内で終始し波浪も小さい。とこ

ろが２９日に風速は２９．４m/s に跳ね上がり、

３０日になっても強風が残っている。

また風向はそれまでの南西寄りから北東

風に急変した。そして波浪は０．４mから

１０．７mの大波になったのである。この嵐

はハロウィーン・ストームと呼ばれた。

この時、日本のマグロ延縄漁船「第７８永

伸丸」が近くを航海していた。（船籍は北

海道・稚内で、米倉水産所属、西村漁労長）。

本船の気象観測によると、２９日朝、穏や

かな天気で漁も順調だった。日没後天気が

急変、風速２１m/s（瞬間２６m/s）、波高１３．７

m。２０：１０に大波が襲う（三角波）。ミッ

ドナイトに風速２６m/s、波高１０．４m、窓が

５カ所破られる。電気系統の被害甚大（レー

ダー、コンパス、舵不能）との報告があっ

た。しかし、その後「第７８永伸丸」は悪戦

苦闘の末、何とかハリファックスに戻るこ

とができた。それでは「アンドレア・ゲイ

ル」と「第７８永伸丸」の差は何であったの

か。それは沿海を主とする船と遠洋船の差

であり、船の堪航性の違いであろう。

「アンドレア・ゲイル」の
収支と給与体系

この船の収支とオーナーや乗組員の給与

はどうだったか見てみよう。＄１は１９９０年

当時の為替レート１３５円で計算している。

（収支）

・売上：＄１４１，５８２（１，９１１万円）はオハラ

海産へ。

表１ Calculation of Wind Speed & Wind Wave at Andrea-Gail

※ １at．（緯度），dp（気圧差），dx（距離差），dir．（風向），pres．（気圧），dura．（吹続時間），fetch（吹続距離）
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・必要経費：＄３５，０００ 燃料、漁具、餌、

延縄、氷代、埠頭使用料、雑費など。

・諸経費：＄５，５００ 乗組員の諸経費（食

費、手袋、上陸手当）

・残収入：＄１０１，０８２（１，３６５万円）／航海

１航海は１か月で、１年間で８．９航海。

ここから１航海の収入と年間８．５航海とし

ての年収は次の通りとなる。

・船主（ブラウン）は、１航海で＄５３，０００

（５８３万円）、年収：５，０００万円前後となる。

・ビリー・タイン船長、＄２０，０００（２２０万

円） 年収：１，８００万円前後

・ピエアとマーフィは、＄６，４５３（７１万円、

年収では６００万円前後となる。

・モーランは、＄５，４９５（６０万円）で年収

では５００万円前後となっている。

・コスコとサリバンは、＄４，５３７（５０万円）、

年収では４００万円前後になる。

１９９１年における、アメリカ家計の平均年

収は＄４８，２００（６５０万円）である。漁船員

の給与が特に良いというのでもない。

ちなみに日本ではどうかというと、１９９５

（平成７）年のサラリーマンの平均年収は、

男で５６０万円である。サラリーマンとは役

員、サラリーマン、パート従業員を含めた

もの。次に公務員（海事職）の船長・航海

士が７８４．２万円（２００５年）、大学教授（平均

年齢５６．９才）が１，２０６万円（２００１年）とな

っている。

これだけの資料で単純な比較はできない

が、なんとなくそれぞれのお国事情が分か

る気がするし、日本も決して低くはない。

それにしても乗組員に比べると、ビリー・

タイン船長、そして船主の給料が破格であ

る。

おわりに

遭難の原因を考えてみよう。

まず「アンドレア・ゲイル」が標準１か月

の漁期間を超えて頑張ってしまったこと。

従って遠方に出かけたため、帰るのに時間

がかかり嵐に捕まってしまった。しかし２４

日に帰港を決断してから、２７日までの３日

間はあまり西に進んでいない。

つまり漁をしながら帰途についているの

である。２７日になって直行するが、２９日、

ノバスコティア沖合で嵐に捕まり遭難した

と思われる。

北太平洋でもそうだが、１０月末は基本的

に穏やかな秋を満喫できるのだが、時たま

荒れることがある。そして天気がまた戻る

と、小春日和という晩秋のひとときを楽し

むことができる。

だが「アンドレア・ゲイル」は運悪くこ

の一荒れに会ってしまったのである。

低気圧はハリケーンと違い何日も前から

の通報がなく、近くで突然発達することが

あるので要注意であり、気象通報はとても

重要といえる。

冬の時期であれば警戒をするのだが、１０

月であったことが不運であった。

しかし２枚の天気図を眺めていて思うに、

あと１００浬、せめて６０浬でも南にいればし

のげたのにと、思わざるを得ない。

参考文献
１．「パーフェクト・ストーム」セバスチャン・ユンガー・著、佐
宗鈴夫・訳、集英社
２．「THE PERFECT STORM―A True Story of Men Against The
Sea―」SEBASTIAN JUNGER・著、Harper Torch、NY．
３．Mariners Weather Log，Spring，１９９２．U．S．Department of
Commerce National Oceanic and Atmospheric Administration．
４．NCEP/NCAR客観解析図。NOAA/Earth System Research
Laboratory Physical Sciences Division
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一般財団法人 日本気象協会
気象予報士・環境カウンセラー・防災士 富沢 勝

東日本大震災の復興に関して気象情報はどうあるべきか
急速に発達する低気圧、気象情報の入手方法

２０１２年１１月末から１２月に来襲した
寒気による低気圧の急発達

一般に、日本付近で１日に２４hPa（ヘク

トパスカル）以下に気圧が下がる低気圧の

ことを、「急速に発達する低気圧」といい

ます。この急速に発達する低気圧が、２０１２

年１２月５日（水）から７日（金）にかけて

日本付近を通過しました。２０１２年は、春の

４月３～５日にも急速に発達する低気圧の

影響で、各地に暴風による被害が発生しま

したが、１２月のときも同様でした。

低気圧は１２月５日９時が黄海北部で１０１４

hPa→２１時が日本海西部で、１０００hPa→日

付変わって１２月６日９時は９８８hPa と（２４

時間で２６hPa の急な気圧低下）急発達した

のです。その後も９８８hPa の気圧を維持し

たまま北海道北部を経て、７日９時にはサ

ハリン方面へ進み北日本は暴風雪、大しけ

の状態が続きました。

気象庁は暴風と高波および雷に関する全

般気象情報を３回、暴風と高波および大雪

に関する全般気象情報を２回出して警戒を

呼びかけていました。また各地気象台から

警報、注意報などを随時出して報道機関を

通じて警戒を呼びかけていました。

次ページの４枚の天気図を見ますと上記

の気圧の低下の経過がわかると思います。

低気圧の急発達により等圧線の間隔は狭

まり、その分風が強まり波も高くなって海

上は大しけとなりました。この時の上空の

寒気の様子ですが、能登半島輪島上空約

５５００メートルの気温は１２月５日９時、同日

２１時、６日９時、同日２１時の順に－２８．９℃

→－２９．５℃→－３５．０℃→－２７．０℃という経

過をたどりました。とくに１２月６日の輪島

上空約５５００メートルの気温の－３５．０℃とい

う気温は、地上ではこれ以下に下がると北

陸以北の日本海側で、大雪の目安となる気

温なのです。しかもこの時の高層天気図で

は、ロシアの沿海州西側には－４５℃という

真冬でもめったに現れない超一級の寒気団

が存在していました。

また１２月は日本海の海水温が、まだ真冬

ほど十分に下がっていないため暖かくなっ

ているのが常です。よって１２月の早い時期

や１２月２４～２５日頃にやってくるクリスマス

寒波も同様の天気現象が現れます。上空に

は非常に冷たい空気、下層には暖かい日本

海対馬暖流の海水温。低気圧が発達する要

素、大気の状態が不安定になる条件が整っ

ていたのです。よって暴風雪に突風、海上

では大しけとなったのです。

情報の入手方法

こうした情報は、テレビなどの気象番組

や気象庁がＨＰで出している各種の数値予

報資料や気象情報、随時発表される注意報、
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警報をたんねんに見ていればわかりますし、

民間の気象会社と契約していれば、そうし

た情報はいち早く入手できるはずです。こ

うした情報内容をもとに、安全に効率よく

船の運航をお願いします。

気象庁は通常のホームページの他に「船

舶向け天気図提供ページ」があり、ここで

情報の入手が可能です。「気象庁／船舶向

け天気図（放送スケジュール）」の検索で

見られます。船舶関係者は一度こうした情

報を入手して自分の PCの「お気に入り」

に入れて日々ご覧になる習慣をつけるとよ

いでしょう。

地上天気図解析や海上悪天予想図、台風

予報（進路図）、沿岸や外洋波浪解析図、

沿岸波浪予想図、上層の各種天気図や海氷

情報、気象衛星雲画像などその他の有効に

利用できる情報がたくさん出ています。

（注）低気圧の進行に伴い、日本付近は西

高東低の冬型気圧配置が北日本を中心に強

まりました。普通、日本列島を等圧線４本

以上で強い冬型といえますが（上空寒気の

１２．５．９h 低気圧は黄海北部 １０１４hPa １２．５．２１h 低気圧は日本海西部 １０００hPa

１２．６．９h 低気圧は日本海北部 ９８８hPa １２．６．２１h 低気圧は北海道北部 ９８８hPa
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存在が問題ですが）等圧線の間隔が１２月６

日の９時は６～７本、同日２１時は北陸以北

で８本もあって風が強まり、暴風となって

海上は大しけとなったのでした。

東日本大震災の復興に関して
気象情報はどうあるべきか

２０１１年３月１１日の東北地方太平洋沖地震

による大津波とそれに打ち続く福島第一原

子力発電所過酷事故の被災者の方々には、

厳しい冬が過ぎました。今冬は、昨冬以上

に寒さが厳しく、沿岸部から内陸方面へ避

難生活を余儀なくされている方もまだまだ

たくさんの数に上っています。

２０１２～２０１３年の冬期間は厳しい寒さゆえ、

いつもの冬なら、沿岸部ではめったにない

水道管の凍結により水が出ないということ

が避難先の内陸方面では時折起こりました。

また降雪により慣れない除雪作業や大雪

のため、より厳しい生活となったところも

ありました。福島市の中通り北部では、２０１３

年１月１８日朝から局地的な大雪となりまし

た。福島地方気象台観測では、１８日の日降

雪量が２７センチ、１９日の午前０時は３８セン

チ、同１９日の最深積雪が４１センチのドカ雪

となったのです。

道路除雪、屋根の雪下ろしに加えて、屋

根からの落雪注意、道路凍結により滑って

転倒骨折というような事態に、晴れとか雪

とかの天気予報だけでなく、水道管凍結や

雪道の転倒防止、雪道の歩き方、不要の外

出は控えるといったような、とくにお年寄

りにとってきめの細かい気象解説が求めら

れていると思います。

むろん基本の天気予報に加え、レーダー

やアメダスデータなどの監視強化で、降雪

予報の精度を高めることは当然ですが…。

今年は関東大震災から９０年

今年は、大正１２（１９２３）年９月１日に起

きた関東大震災から９０年にあたります。

関東大震災の死者は大部分が地震により

発生した火災を原因とするものでした。ま

た阪神・淡路大震災は家具の転倒や家が激

しい揺れで、つぶれたことによる圧死が主

な原因でした。

そして２年前の東日本大震災では大津波

により多くの方が亡くなられたのです。同

じ大地震といってもその被害の実態は様々

です。またこうした大地震の中でも冷静に

行動し普段の防災、防火訓練、隣り近所の

強い連携で被害を最小限にとどめた事例も

数多く報告されています。

備えあれば

来たるべき（必ずやってくる）大地震、

大津波に備えて、自分の住んでいる地域や

自宅の防災対策（家具類の転倒防止対策や

最低３日分の食料や水の備蓄）を再度見直

すなど「備えあれば憂いなし」の構築を再

確認する時です。

また気象庁は、新しい津波警報などの運

用開始時期を平成２５年３月に予定していて

本誌発行の頃には、津波の高さ予想の区分

を、現行の８区分から５区分に改められて

いるはずです。気象キャスターは、大気現

象の気象解説に加えて、現下の社会状況に

応じた、臨機応変の解説を心がけてほしい

と思います。
「参考文献など」：気象庁HP、復興庁HPその他
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海上保安庁は、東日本大震

災発生直後から人命救助を最

優先に、全国の巡視船艇・航

空機を大量動員した捜索救助

活動により、被災された多く

の方々を救助するとともに、

津波により行方不明となった

方々の捜索活動を長期にわた

り実施してきました。

また福島第一原子力発電所

周辺海域の警戒や被災港の水

路測量など、被災地復旧に向

けた取り組みを続けるととも

に、東日本大震災への対応の

中から得られた教訓などを踏

まえて、次のような防災体制

の強化に向けた様々な取り組

みを推進しています。

防災体制の強化に向け
た取り組み

まず震災時において、広域

かつ大規模な救出救助活動や

被災者支援活動を迅速かつ的確に実施する

ため、えい航能力、輸送能力、給水能力な

どの災害対応能力を強化した１，０００トン型

巡視船の整備を進めています。さらに現在

使用している消防船艇は、４０年以上前のコ

ンセプトで建造されており、老朽化も著し

く今後想定される大規模災害への十分な対

応が困難となっていることから、迅速な現

場到着のための高速性能や効率的な消火の

ための高い操縦性能などを備えた３５メート

ル型巡視艇（消防型）の整備を進めていま

す。

次に津波による行方不明者の潜水捜索に

おいて、より長時間・広範囲での捜索活動

防災体制の強化
～災害対応能力の強化を図る～

海保だより

海上保安庁警備救難部

災害対応能力を強化した１，０００トン型巡視船

３５メートル型巡視艇（消防型）
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を可能にするため、新型潜水資器材「リブ

リーザー」の導入を進めています。

リブリーザーは、呼吸排気から二酸化炭

素を取り除き、これに酸素を補って再利用

する仕組みの資器材で、潜水作業時間は従

来から使用している資器材と比較しても格

段に向上します。

また、これら救助活動に直接的に資する

資機材の他、福島第一原子力発電所の事故

により、現場では目に見えない放射線の恐

リブリーザーを使用した訓練

怖の中、多くの職員が捜索救助・救急活動

などにあたった経験から、今後、原子力災

害が発生した場合には、放射線の測定など

放射線管理を行い、二次的災害を引き起こ

すことなく、海上での救助・救急活動がで

きるよう放射線測定器や防護服などの装

備・資機材の充実を進めています。

他方、わが国の災害対策の基本となる防

災基本計画が、平成２４年９月に一部修正さ

れ、大規模広域災害への対策強化が各編に

盛り込まれました。

災害が発生すれば国や地方公共団体は、

被害状況などの情報収集・分析を行い、災害

応急対策を実施します。

大規模広域災害の場合は、海上保安庁、

警察、消防などによる広域的な応援や自衛

隊による災害派遣が実施されることから、

関係機関や派遣先の地方自治体などとの連

携が重要となります。これらのことを踏ま

え海上保安庁では、迅速な対応勢力の投入

や円滑な連絡体制の確保などを念頭におい

た海上保安庁防災業務計画の見直しに加え、

関係機関との合同訓練の強化に取り組んで

います。

今もなお東海、東南海、南海地震や首都

直下地震発生の切迫性が指摘されており、

いつまた巨大地震や大津波がわが国の沿岸

部で発生してもおかしくはない状況だとい

われています。これら災害の発生時には、

国民の生命および財産を災害から守るため

に有効な勢力を迅速かつ的確に投入し、被

害を局限化することが重要です。

海上保安庁では、このように、東日本大

震災の教訓を活かすとともに今後の災害へ

の備えとし、巡視船艇および各種資機材の

整備や関係機関との連携強化、災害発生に

備えた対応体制の見直しなどを図ることに

より、国民の生命および財産を災害から護

るという任務を今後も的確に遂行していき

ます。

関係機関との合同訓練
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海外情報

シンガポール事務所

マ・シ海峡の「協力メカニズム」と
「航行援助施設基金」に関する動き

前回は日本財団などの主催により当地で

開催された「海運企業のCSR活動に関す

るセミナー」について紹介しましたが、今

回は再びマラッカ・シンガポール海峡にお

ける「協力メカニズム」に関する最近の動

きを紹介したいと思います。

第５回協力フォーラム

マ・シ海峡の航行安全や環境保全を確

保・向上させるための国際的な枠組みであ

る「協力メカニズム」の下で、その実施に

関して議論・意見交換を行うための会議

「協力フォーラム」が、海峡沿岸国（イン

ドネシア、マレーシアおよびシンガポール）、

海峡利用国、NGOを含む利害関係団体が

参加して毎年開催されています。

当事務所も日本財団とともに当初よりこ

の会議に参加しており、昨年９月シンガ

ポールで開催された第５回「協力フォーラ

ム」にも出席しました。

今回の協力フォーラムでも、「協力メカ

ニズム」の下で進められている様々なプロ

ジェクトの進捗状況が報告されるとともに、

マ・シ海峡の航行安全と環境保全をさらに

向上させていくための方策などについて議

論が行われました。

また IMOなどの主導により進められて

きたMEH（海上電子ハイウェイ）プロジ

ェクトについても、今後は沿岸国が中心と

なり「協力メカニズム」も活用しながら推

進していくこととされました。

さらに日本財団の海野光行常務理事から

は、４月のCSRセミナーの成果も踏まえ

つつ海運業界におけるCSR活動促進の重

要性を訴えるプレゼンテーションも行われ

ました。

第９回航行援助施設基金委員会

昨年１２月には、マレーシアのジョホール

バルにおいて第９回航行援助施設基金委員

会も開催されました。

基金は「協力メカニズム」の下に設置さ

れ、海峡利用国や日本財団などの関係団体

が拠出した資金を原資として、マラッカ・

シンガポール海峡の航行援助施設の維持管

理に活用されています。

第９回目となる基金委員会では、２０１２年

に各沿岸国により行われた維持管理の作業

結果が報告されるとともに、２０１３年に予定

されている作業計画とそのための予算案が

議論され概ね了承されました。

なお今回の委員会は、「航行援助施設基

金」の創設以来５年間にわたって議長と事

務局を務めてきたマレーシアで開催される

最後の会議でした。

２０１３年からは、シンガポールが３年間議

長国を務めることになっており、会議の最

後にはその引継式も行われました。

次回の第１０回基金委員会は、今年４月に

シンガポールで開催される予定になってい

ます。

（所長 中村 広樹）
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No. 船種 船名等
総トン数
（人員）

発生日時および発生場所
海難
種別

気象・海象
死　　亡
行方不明

①

漁船 Ａ丸 2.8トン
（乗員１人）

12月４日　22：00頃
鹿児島県指宿市山川港沖合 衝突

天気　晴
波浪　0m
視程　15km

１人

　Ａ丸はまき網漁のため１人乗組みにて僚船３隻と出港後、連絡が取れなくなったため漁協から捜索依頼が
あった。Ａ丸が錨泊していたとされる付近に湧出油があることから捜索したところ、海底に沈没した該船を発
見した。その後、船体を引き揚げるも船長は発見できず、船体には塗料を伴う擦過傷および亀裂があった。

②

漁船 Ｂ丸 6.5トン
（乗員２人）

12月16日　06：20頃
青森県今別町沖合 転覆

天気　雪
波浪　3m
視程　5km

２人

　Ｂ丸は船長と妻の２人乗組みで操業のため出港し、翌日操業を終え帰港中のところ、波を受け一瞬にして転
覆したもの。船長は機関室、妻は操舵室床下空所において発見されるも死亡が確認された。

③

プレジャー
　ボート Ｃ丸 １トン

（乗員１人）
１月12日　08：00頃
熊本県玉名市沖合 浸水

天気　晴
波浪　0m
視程　20km

１人

　Ｃ丸は仲間１人と共に個々の船舶にてそれぞれの釣りのポイント向け出港し、釣り仲間がＣ丸船長が向かっ
たと思われるポイント付近に移動中に、船首部のみが浮いている船長のミニボートを発見した。その後、Ｃ丸
船長の遺体が発見され死亡が確認された。

④

タンカー Ｄ丸 99トン
（乗員７人）

１月12日　12：00頃
沖縄県下地島沖合

安全
阻害

天気　晴
波浪　2.5m
視程　10km

２人

　Ｄ丸は７人乗組みで、売船回航のため横浜を出港し、シンガポール向け航行中のところ、荒天避泊のため宮
古島沿岸へ錨泊していたが、走錨し、浅瀬へ乗揚げた後、船体は傾斜し浸水した。乗組員は全員ライフジャケッ
トを着用し海に飛び込んだところ、５人は救助されたが残る２人のうち１人は死亡、１人は現在も行方不明と
なった。

海難種類

用途

衝

突

乗

揚

転

覆

火

災

爆

発

浸

水

機
関
故
障

推
進
器
障
害

舵

障

害

行
方
不
明

運
航
阻
害

安
全
阻
害

そ

の

他

合

計

死
者
・

行
方
不
明
者

一
般
船
舶

貨物船 48 13 0 6 0 1 15 6 1 0 0 4 3 97 0 

タンカー 16 3 0 0 0 1 4 0 1 0 0 1 1 27 2 

旅客船 4 1 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0 8 0 

プレジャーボート 13 23 15 2 0 10 37 6 3 0 18 6 18 151 2 

その他 16 6 1 1 0 3 2 2 0 0 3 0 2 36 0 

漁　船 51 27 11 15 0 12 19 17 0 0 22 1 14 189 18 

遊漁船 9 1 0 0 0 1 3 1 0 0 1 0 0 16 0 

計 157 74 27 24 0 28 81 32 6 0 45 12 38 524 22 

主な海難（平成２４年１１月～平成２５年１月発生の主要海難） 海上保安庁提供

船舶海難の発生状況（速報値）（平成２４年１１月～平成２５年１月）
（単位：隻・人）
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月　日 会　議　名 主　な　議　題

12.10

12.19

12.20

12.27

25.1.18

1.23

1.28

2.4

2.4-７

2.19

2.20

2.22
2.22

2.25

第３回海難多発海域における安全対
策の構築に関する調査研究委員会

第３回津波来襲時の航行安全対策に
関する調査研究委員会

第４回鹿島港外港地区航行安全対策
調査委員会

浮体式洋上ウィンドファーム実証研
究事業に係る船舶航行安全対策調査
委員会第一回作業部会⑵
第４回海事の国際的動向に関する調
査研究委員会（海上安全）

第２回海事の国際的動向に関する調
査研究委員会（海洋汚染防止関係）
浮体式洋上ウィンドファーム実証研
究事業に係る船舶航行安全対策調査
委員会第一回作業部会⑶（福島沖で
の作業）
第２回浮体式洋上ウィンドファーム
実証研究事業に係る船舶航行安全対
策調査委員会

HNS Training Program for the 
Strike Team 2012

海運・水産関係団体連絡協議会第２
回打合会
第４回海難多発海域における安全対
策の構築に関する調査研究委員会

第３回港湾専門委員会
天然ガス燃料船の普及促進に向けた
総合対策検討航行安全検討委員会
第４回津波来襲時の航行安全対策に
関する調査研究委員会

①海上交通流シミュレーション結果　
②海域利用者アンケート・ヒアリング結果　
③具体的な船舶交通整流化方策の検討
①モデル港の状況調査結果の検討・整理　
②モデル港内で取り得る対応策の検討　
③係留大型危険物積載船の船体動揺解析シミュレーション調査結
果の検討・整理

①委員会の課題と対応　
②入出港操船の安全性の検討（18,000DWT貨物船の鳥瞰図シミュ
レーション結果）

③船舶航行安全対策案の検討　
④報告書案の検討
①作業部会事業計画
②浮体式洋上風力発電設備設置に伴う曳航作業

①前回議事概要案の承認　
②MSC91審議結果報告
③COMSAR17対処方針案
①BLGへの対応

①作業部会事業計画
②浮体式洋上風力発電設備設置に伴う福島県沖での作業

①第１回委員会議事概要　
②第１回委員会の対応
③浮体係留の安全性　
④船舶通航実態調査結果のまとめ
⑤浮体式洋上発電設備に必要な灯火等
⑥作業部会の進捗状況
①（独）海上災害防止センター防災訓練所におけるHNS防除実習
②有害危険物質（HNS）流出事故の際のメディア対応、救急救命、
惨事ストレス対応など

①簡易型AISの小型船搭載実験

①海域利用者アンケート・ヒアリング結果
②具体的な船舶交通整流化方策の検討
③報告書案の検討
①港湾計画の一部変更（神戸港、大阪港、石狩湾新港）
①操船シミュレータ実験結果の報告
②模型水槽試験及び係留動揺シミュレーション結果の報告
①報告書案の検討

日本海難防止協会のうごき （平成２４年１２月～２５年２月）
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※ 読者から寄せられた意
見やコメント、要望の一部を
紹介します。

※ 赤塚 宏一 日本船長協会副会長
「海と安全」はこれまで日本船長協会本部で時折手
にする程度ですが、ずっと気になる機関誌でした。
今回ゆっくり読む機会を与えられ嬉しく思いました。
「海と安全」は毎回その時々の時宜を得たトピッ
クを扱っておられるようにお見受けしましたが、今
回の国際支援も面白く拝見しました。専門家の方々
が地道な貢献をされていることに改めて感銘を受け
ました。大前さんには私のロンドン在勤時代、モロ
ッコに短期専門家として招いて戴いて STCW条約
の講義をしたこともあり、船員教育に対する変わら
ぬ情熱に感心しております。
折角ですから、こうした特集記事では、編集長と
して総括なりコメントを出されればなおよいと思い
ました。わが国の海事関係に関する国際支援がその
他の先進国などと比較してどのような位置にあるの
か、また問題点はどうなのかなど解説されたらいか
がかと思いました。
「編集レーダー」は、それぞれの思いが特集記事
を契機としてコメントされることは大変有意義と思
い、また面白く拝見しました。
※ 匿名（女性・海事関係者）
№５５４の女性船員の雇用に関する（大島商船高専）
石田氏の記事と、№５５５のそれに対する（海大）遠
藤氏の意見を読ませていただいた。遠藤氏が前職を
退職された際の文章も、以前読ませていただいてい
るが、確かにプロ意識の低い女性は、一部存在する
と思う。
しかし、それが原因となって女性の離職率を高め
ているのだろうか。そもそも離職率について統計的
に調査しているのだろうか。感覚的にそう決めつけ
ていまいか。
石田氏の資料の内航船社の女性不採用の理由の調
査において、「結婚や出産による…」という項目が
ある。アンケートの内容は不明であるが、本来「結
婚や出産による離職の可能性の高さ」とすべきであ
り、設問の段階で『離職率が高い』と決めつけ、推
量にしか基づいていない誤った考えを、調査を行っ
た船社に対して広めたに過ぎないのではないか。
なお仮に、男性の離職率と単純比較するのであれ
ば、母集団の数が違いすぎて比較するには統計学上
問題があろう。離職者数からいえば、男性の方が圧
倒的に多いし、同様にプロ意識の低い男性の数も圧

倒的に多い（女性よりも男性のプロ意識を育てる必
要があるだろう）。
男性船員の数倍も高いプロ意識を持たなければ女
性は働いてはいけないのだろうか。
実際のところ多くの女性船員・海技者のプロ意識
は、責められるほどに低いのだろうか。女性海技者
の労働条件・職場環境は、それほど改善されている
のだろうか。初任給だけを見ても、その平均値は男
性船員より女性船員の方があきらかに低い。また一
昔前に比べ、前向きに考える採用担当者が増えてき
ているが、現場である船内にその意識がどれだけ浸
透しているのだろうか。
ちなみに船内設備を女性不採用の理由にする船社
もおられるが、海技者を目指す女子学生・生徒たち
の中には「特別な設備はいらない。風呂とトイレと居
室に鍵がかかればよい」とまで言っている者もいる。
海技者を目指す女子学生・生徒は、大きな夢と希
望を持って船員教育機関に入学してきているが、在
学中に厳しい現状を繰り返し吹き込まれ、さらに就
職活動時に現実としてそれを目の当たりにして挫折
していく。中には、妥協して目標を変更する者もい
るだろう。またなんとか就職を勝ち取った者にも、
不信感が生じて気力を削がれている者がいる。彼女
たちが、男性よりも厳しい職場環境、低い労働条件
の中で、退職を決断したとしても私には彼女たちを
責める資格はないと考えている。
幸いなことに、女性の船長も誕生している。彼女
の所属する船社は、かなり昔から女性を採用してお
り長い期間をかけて、経営者と現場が一丸となって
職場での人間関係を改善すべく努力してきた結果で
ある。彼女が採用される以前に何人かの女性船員が
退職しており、それでもあきらめずに女性を採用し
続けた経営者の英断と、その経営者の期待に見事に
応えた彼女の優れた才能と高いプロ意識との相互作
用で成し遂げられたことであろう。そして彼女の存
在により、それをロールモデルとして後輩たちが仕
事を頑張ることができていることも事実である。
彼女にはかなり才能があり、それ以上にプロ意識
も高い。だが意識の高さに比例して、悩みも多くあ
ると感じている。その他にも業界の多くの場所で、
多くの女性船員が頑張っている。先例のない業界で
の彼女たちの苦労は、並大抵のものではないだろう。
確かに女性を採用する企業が限られている中で、せ
っかく採用いただいた彼女たちが職を全うしてくだ
されば、後に続く女子学生・生徒たちの採用も進む
だろう、という、あまりにも安直すぎる期待をした
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い気持ちもわからなくはない。
しかし彼女達の犠牲のみに頼った就職指導をする
ことは教育機関として、いかがなものか、と考える。
海運業界全体を広く見てみれば、一般職という１
ランク下の給与でありながらＳＩ監督として海外出
張もこなす方、船舶職員として役職に見合った仕事
を対等にこなしながらも子会社採用しかしてもらえ
ないために低い給与・昇進の不平等などの差別を受
けた方もいる。
内航・外航に限らず、民間の女性海技者を取り巻
く環境には、今でも明らかに「不平等」は存在する。
私の友人は、２０数年たった今でも、学生時の体験乗
船研修（外航社船）で受けたセクハラのフラッシュ
バックが時折あり、船社ではないが業界に就職した
のちも、いくつかのセクハラは存在したという。現
在も退職せずに済んでいるのは、尊敬できる（男性）
先輩方の存在や、夫君の支えがあったからで幸運に
恵まれたからに他ならない、と言っている。
このセクハラに関する問題は、船内パワハラと同
様、非常に難しいものであると思っている。一般的
に船社も女性船員も公表はしないだろう。女性不採
用の理由に利用する船社のみ、公表している。そし
て過去に「寿退社」「家業の手伝いのために退職」
していった者の中には、公表することで後輩たちの
道を塞いでしまうことをおそれ、雇用者に対してで
さえ黙秘を貫いた者もいるだろう。会社のこと後進
のことを全く考えずに退職する者ばかりではない。
逆に言えば、退職した者の中にもプロ意識の高い者
はいたのだ。彼女たちに、それでも仕事を続けるべ
き、と言えるのだろうか。
船員教育機関が女子学生の入学を認めてから、３０
年以上たった。先輩たちも私たちの世代も、就職活
動時や就職後につらい思いをした人はたくさんいた
と思う。退職という道を選んだとしても、それは後
退ではなく、荒れ狂う嵐の中であっても全力で投げ
られた１本のヒービングラインだったのではないか。
そして今、それら先輩方の同級生（男性）が業界
の各所に浸透してきた。すなわち女性海技者への「平
等な」接し方を教育の中で学んだ方々が増えてきた
ということだ。今後、女性海技者の活躍の場は劇的
に広がるだろう。
教え子たちの意識を、公の場で責めるよりも、教
育の中で静かに諭すべきであり、彼女たちの大きな
志が実現できるように採用者の意識・採用先の現場
の環境の改善を穏やかに促していく事が、教育に携
わる者の使命であると思う。そして、多くの男性教

員がそれを実行していることを、私は知っている。

※ 一年前に発行した情報誌「海と安全」２０１２年春
号の特集「３．１１巨大地震と大津波の教訓を伝える」
は、今だ各方面から好評を持って迎えられ、送付の
希望者（団体）もある◆在庫も払底してきたことか
ら、増し刷りを検討した結果、せっかく作るのであ
れば今後発生すると予想される東南海地震などや大
津波などへの防災対策の一助として参考にしてもら
うべく、取り敢えず東京、神奈川、千葉各都県沿岸
部の中・高校１１２１校に参考資料として送付した◆ま
たわが国の教育機関での海洋と海事に関わる教育カ
リキュラムは、数度にわたる教育指導要綱の改正の
中で、相対的に比重が低下しているといわれ、海に
関わる教育の普及が必要との判断もある◆海が恵み
を与えてくれ情操を豊かにする豊穣の母なのか、巨
大津波を内包する恐怖の対象なのか、教育者や生徒
たちの受け止め方が気になるところだ。
※ ３．１１から２年が経った◆今号は「３．１１から２
年 海運・水産・港湾の復旧・復興状況」と題して
特集を組んだ◆地震と津波によって被災した沿岸部
は約８００kmに及ぶ◆広範囲に渡って甚大な被害を
受けた港湾・漁港・船舶や水産関連施設の復旧・復
興状況の全貌を明らかにするには、本誌の力量では
限界があった◆果敢に復旧・復興に取り組んでいる
一部の地域と関係者の紹介でしかない事をお断りし
たい。
※ 一年ぶりに宮城県沿岸地域をレンタカーで回っ
た◆各地とも瓦礫こそ撤去されているが、破壊の痕
跡は至るところに生々しく残っていた◆岸壁の地盤
沈下で漁船の接岸もままならない中で、自力で応急
仮設岸壁を再建し、漁業の復旧に取り組む漁業者関
係者たちの積極的な意気込みに応えるべく、私たち
は何ができ何をすべきか◆本誌がその上での参考と
示唆になれば幸いである。（ふじ）
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大震災から５年目に
完全復興宣言した奥尻

左から壊滅した青苗地区（写真・毎日新聞社）、新しく高台に作られた被災者の住宅、津波と火災により壊
滅した青苗地区は再生した。（いずれも「甦る夢の島」発行：奥尻町役場より）

左から再生した青苗地区の昼と夜。
右上は、新しくなって避難路を有する岸壁施設、下は岸壁施設屋上
より繋がる避難路にもなる「望海橋」。左奥にはさらなる高台につ
ながる避難路へと続く。

左から漁師たちの共同作業場、6mかさ上げされた新しい街並みの向こうには高台への避難路がみえる。高
台に続く屋根付き避難路の入り口。この地点の海抜は8.6mと記されている。

左から至るところに設置された高台への避難路、水際から離されて構築された巨大な防潮堤が各所に作られ
住民を守っている。かつて集落が密集していた青苗地区海岸付近は公園になっていた。

3.11から２年　海運・水産・港湾の復旧・復興状況

　2011年３月11日14時46分に発生した、東北地方太平洋沖地震から２年が経った。

　日本周辺における観測史上最大の地震である。最大震度は宮城県栗原市で観測された震

度７で、宮城・栃木・福島・茨城の４県36市町村と仙台市内の１区で震度６強を観測した。

この地震により、場所によっては波高10m以上、最大遡上高40.1mにも上る巨大津波が発

生、東北地方と関東地方の太平洋沿岸部に壊滅的な被害をもたらした。

　本年２月６日時点で、震災による死者・行方不明者は18,578人、建築物の全壊・半壊

は合わせて39万7,819戸、ピーク時の避難者は40万人以上となり、政府は震災による直

接的な被害額を16兆から25兆円と試算、震災における経済的損失額では世界史上最大の

ものとなった。

　「3.11」が発生して２年目を迎えるのを機に、甚大な被害を被った東北太平洋沿岸部の

商港・漁港その他の関連施設の復旧・復興状況の現状と問題点、さらには津波に強い安全

で安心して停泊・作業できる港の将来のあり方などについても紹介した。

仙台塩釜港（仙台区）の荷役施設をなぎ倒し、岸壁に乗り揚げた大型貨物船



海

と

安

全

二
〇
一
三
（
平
成
二
五
）
年
　
春

日
本
海
難
防
止
協
会



海

と

安

全

二
〇
一
三
（
平
成
二
五
）
年
　
春

日
本
海
難
防
止
協
会

海と安全556表1-4.indd   1 2013/03/25   10:46:50



大震災から５年目に
完全復興宣言した奥尻

左から壊滅した青苗地区（写真・毎日新聞社）、新しく高台に作られた被災者の住宅、津波と火災により壊
滅した青苗地区は再生した。（いずれも「甦る夢の島」発行：奥尻町役場より）

左から再生した青苗地区の昼と夜。
右上は、新しくなって避難路を有する岸壁施設、下は岸壁施設屋上
より繋がる避難路にもなる「望海橋」。左奥にはさらなる高台につ
ながる避難路へと続く。

左から漁師たちの共同作業場、6mかさ上げされた新しい街並みの向こうには高台への避難路がみえる。高
台に続く屋根付き避難路の入り口。この地点の海抜は8.6mと記されている。

左から至るところに設置された高台への避難路、水際から離されて構築された巨大な防潮堤が各所に作られ
住民を守っている。かつて集落が密集していた青苗地区海岸付近は公園になっていた。

3.11から２年　海運・水産・港湾の復旧・復興状況

　2011年３月11日14時46分に発生した、東北地方太平洋沖地震から２年が経った。

　日本周辺における観測史上最大の地震である。最大震度は宮城県栗原市で観測された震

度７で、宮城・栃木・福島・茨城の４県36市町村と仙台市内の１区で震度６強を観測した。

この地震により、場所によっては波高10m以上、最大遡上高40.1mにも上る巨大津波が発

生、東北地方と関東地方の太平洋沿岸部に壊滅的な被害をもたらした。

　本年２月６日時点で、震災による死者・行方不明者は18,578人、建築物の全壊・半壊

は合わせて39万7,819戸、ピーク時の避難者は40万人以上となり、政府は震災による直

接的な被害額を16兆から25兆円と試算、震災における経済的損失額では世界史上最大の

ものとなった。

　「3.11」が発生して２年目を迎えるのを機に、甚大な被害を被った東北太平洋沿岸部の

商港・漁港その他の関連施設の復旧・復興状況の現状と問題点、さらには津波に強い安全

で安心して停泊・作業できる港の将来のあり方などについても紹介した。

仙台塩釜港（仙台区）の荷役施設をなぎ倒し、岸壁に乗り揚げた大型貨物船

海と安全556表2-3.indd   1 2013/03/25   10:47:34


	海と安全556表1
	海と安全556表2
	海と安全556目次.pdf
	002-006
	007-011
	012-015
	016-020
	021-033
	034-039
	040-043
	044-047
	048-051
	052-055
	056-060
	061-063
	064-065
	066
	067
	068
	069-070
	海と安全556表3
	海と安全556表4

